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ごあいさつ

　組合員の皆様には、日頃より格別のご愛顧お引き立てを賜り、心から御礼申し

上げます。

　このたび、当組合へのご理解を一層深めていただくための現況（平成 30 年度

第 66 期）をまとめましたので、是非ご高覧を賜りたいと存じます。

　平成 30 年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善が続くなか、

個人消費の持ち直しの動きも見られ、景気は緩やかながらも回復基調で推移しま

したが、米中貿易摩擦によるリスクの高まりなど、海外における政治経済情勢の

不確実性により、先行きは不透明な状況が続いております。

　また、日本銀行による当面の金融政策運営は、消費者物価指数（除く生鮮食品）

の前年比上昇率の実績値が安定的に２％を超える時点まで、「長短金利操作付き

量的・質的金融緩和」を継続するとしており、依然として金融機関にとっては長

短利ザヤの縮小等といった厳しい経営環境が続いておりますが、平成 30 年度決

算におきましては、組合員皆様のご支援のお陰をもちまして、融資利用者数と融

資額が過去最高を更新するとともに、最終利益は７期連続で黒字を達成すること

ができました。

　こうした中、平成 31 年度におきましても、更なる健全かつ安定した経営を目

指し、収益構造の安定を最重要課題とし、融資利用者数と融資額の更なる拡大を

図るとともに、東京消防庁職員及びＯＢの皆様のお役に立てる金融機関として、

これまで以上に経営の健全性と基盤の強化に努めてまいりますので、引き続きの

ご支援とご指導を賜りますよう、役職員一同、心よりお願い申し上げます。

東京消防信用組合
理事長　小室　憲彦

東京消防信用組合の信条
（1）目的

　東京消防信用組合は、『組合員による相互扶助の精神』に基づき、組合員のライフプランの実現と福
利厚生の向上に貢献する。

（2）経営理念
　組合員に対する奉仕の心を持って、堅実な営業活動と資産運用による着実な収益確保を目指し、コ
ンプライアンスに則った経営姿勢を堅持する。

（3）業務の基本
　日頃から組合員のニーズを分析し、より有利な商品の開発に努めるとともに、組合員へ金融知識や
情報を積極的に提供する。

（4）利益の還元
　常に組合員が気軽に相談、利用できる業務姿勢をモットーとし、組合の利益は全ての組合員へ公平
に還元する。

（5）将来への飛躍
　明確な将来構想のもと、全役職員が日々着実な業務推進と創意工夫に取り組む職場風土を醸成する。
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事業方針

当組合のあゆみ（沿革）

　当組合は、業務の健全性及び適切性を確保し、信用の維持及び預金者等の保護と金融の円滑化を図るために、適切な
経営管理（ガバナンス）のもと、業務の全てにわたり法令等遵守、顧客保護等の徹底と各種リスクの的確な管理を行って
おります。また、経営管理を有効に機能させるために、適切な内部管理の観点から、理事長をはじめとする役員は、高
い職業倫理観を涵養し、全ての職員に対して内部管理の重要性を強調・明示する職場風土を醸成することで、理事会、
監事会が十分に機能し、各部店間の牽制や監査室による内部監査等の機能が適切に発揮される体制を構築しております。
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「東京消防庁職員信用組合」業務開始（港区三田 1 －
45 東京消防庁分室内）

信用組合創立 55 周年記念　長期固定住宅ローン（10
年固定金利型、エコ設備優遇付）の発売
信用組合 FP（ファイナンシャルプランナー）資格取得
職員によるライフプランセミナー開始
立川支店移転（立川市泉町 1156 － 1 立川都民防災教
育センター内）

東京都職員共済組合貸付の特別借換えローンの取り扱
い開始

「信条」の全面改定（現状に見合い、かつ将来構想を踏
まえた内容に）

本店移転（港区赤坂青山南町 1 － 39 東京消防庁赤坂
消防倶楽部内）

立川支店業務開始（立川市錦町３－６－ 18 立川消防
署錦町出張所内）

幡ヶ谷支店業務開始（渋谷区西原２－ 51 －２消防学
校内）

本店移転（千代田区大手町１－３－５　東京消防庁内）

本店移転（千代田区永田町 1 － 11 － 39 東京消防庁内）

普通預金のオンライン化スタート
定期預金のオンライン化スタート
組合名称を「東京消防信用組合」に変更
内国為替の業務開始
東京消防庁職員の給与振込業務開始
本店で CD 機運用開始・キャッシュカードの導入
幡ヶ谷支店ＡＴＭ機運用開始
本店ＡＴＭ機運用開始
初の懸賞金付定期預金（愛称 くじ付夢定期）の発売
年金定期預金の発売
退職者特別定期預金（愛称 悠々定期）の発売
住宅ローンの固定金利導入（5 年もの）
渉外員（FC）制度発足
創立 50 周年記念行事挙行
ホームページの開設
ペイオフ全面解禁
New マイホームローン（期間固定型変動金利）の発売
引越支援ローン（固定金利）の発売
ライフプラン目的積金の発売

SKC 第 5 次システム開始
悠々定期Ⅱ発売
キャッシュカードの IC 化開始
個人向け国債の窓口販売開始

当日の融資も可能な「119 ローン」の取り扱い開始

消防学校学生へのライフプランセミナー研修開始
マイライフ・マイ信組（小冊子）の発行
共通印鑑制度の導入

SKC 第６次システム開始
本店店舗リニューアルオープン

個人型確定拠出年金（iDeCo）の紹介業務開始
出張所訪問による信組業務紹介活動の開始
融資利用者数（5,046 人）・融資残高（348 億円）が過去
最高を更新

創立 60 周年を迎え優良信用組合として表彰（全国信用
組合大会）

有担保住宅ローン金利優遇キャンペーン実施（固定金
利の大幅引下げ）

連帯保証人（配偶者又は他の親族）への組合員資格の拡
大

経営管理基本方針

事業の組織
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職員のご紹介
総務部

監査室

営業部

経営企画部

吉田常務理事

内野監査室長

明間主任　小島主任　有田主任
山口課長補佐　藤原総務部長　上舞主査

後列左から
前列左から

木村主任　西堀主任　中村副主任
熊谷経営企画部長　櫻井経理課長

後列左から
前列左から

直嶋副主任　畠山主査　尾川主査　鈴木主査
内田課長補佐　阿部営業部長　松本融資推進担当課長　上ノ内課長補佐

後列左から
前列左から
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業務部

立川支店

幡ヶ谷支店

松井主事　今村副主任　弓削副主任　関根副主任
堂平課長補佐　須藤参与兼業務部長　花倉係長

後列左から
前列左から

佐藤次長　藤田主任　近藤主任　須藤主任
金子次長　吉井副主任　市原支店長　平山次長　千葉統括次長

後列左から
前列左から

藤原主任　竹内副主任　蓮沼主任　久保埜主任
田村統括次長　茂木支店長　青木次長

後列左から
前列左から



6

総代会について

公　告　◆選挙区別の総代定数　◆選挙人名簿の縦覧開始　◆選挙期日 投票時間　◆投票場所

候補者の届出
●立候補　●推選

候補者の数が
定数以内の選挙区

候補者の数が
定数を超える選挙区

総代候補者の公告

当選者の公告
当組合では、総代会に限定することなく、「しんくみ出張相談会」や組合員へのアンケート調査を実施
するなど、日常の営業活動を通じて、総代や組合員とのコミュニケーションを大切にし、さまざま
な経営改善に取り組んでいます。

選　挙

当　選無投票当選

　信用組合は、組合員の相互扶助の精神を基本理念に金融
活動を通じて経済的地位の向上を図ることを目的とした協
同組合組織金融機関です。また、信用組合には、組合員の
総意により組合の意思を決定する機関である「総会」が設
けられており、組合員は出資口数に関係なく、一人一票の
議決権及び選挙権を持ち、総会を通じて信用組合の経営等
に参加することができます。
   しかし、当組合は、組合員 25，805 名（平成 31 年３月末）
と多く、総会の開催が困難なため、中小企業等協同組合法
及び定款の定めるところにより「総代会」を設置しています。
　総代会は、総会と同様に組合員一人ひとりの意思が信用
組合の経営に反映されるよう、組合員の中から適正な手続
きにより選挙された総代により運営され、組合員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保しています。また、総代
会は、当組合の最高意思決定機関であり、決算や事業活動等の報告が行われるとともに、剰余金処分、事業計画の承認、
定款変更、理事・監事の選任など、当組合の重要事項に関する審議、決議が行なわれます。
　総代は、組合員の代表として、総代会を通じて組合員の信用組合に対する意見や要望を信用組合経営に反映させる重
要な役割を担っています。

　総代は、総代会での意思決定が広く組合員の意思を反映し適切に行われるよう、組合員の幅広い層の中から、定款お
よび総代選挙規程に基づき、公正な手続きを経て選出されます。

（１）選出方法
　総代は組合員であることが前提条件であり、総代選挙規程等に則り、各所属（選挙区）毎に自ら立候補した方も
しくは選挙区内の組合員から推選された方の中から、その所属（選挙区）に属する組合員により、公平に選挙を行
い選出されます。
　なお、総代候補者（立候補者（推選を含む））の数が当該選挙区における総代定数を超えない場合は、その候補者（立
候補者（推選を含む））を当選者として選挙は行っておりません。

（２）定数
　総代の定数は、100 人以上 150 人以内です。選挙区別の定数は、原則として１選挙区から１名を選出しており
ます。（平成 31 年３月 31 日現在の組合員総数は 25,805 人）。

（３）任期
　総代の任期は３年となっています。

総代会の仕組みと役割

総代の選出方法等

総代選挙までの手続き

総代会（最高意思決定機関）

組合経営の意思決定

東京消防信用組合

出資・預金・融資など

出席 討議

立候補 推選

選出

総代選挙

組　　合　　員

総　代

組
合
員
の
意
見
集
約
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　第 66 期通常総代会が、令和元年６月 27 日（木）午後３時より、スクワール麹町で開
催されました。当日は総代 134 名のうち、出席者 103 名（うち、委任状による代理出
席 10 名）、書面議決による出席 31 名のもと行われ、結果は下記のとおりとなりました。
○報告事項
　平成 30 年度事業報告
○議決事項
第１号議案　平成 30 年度計算書類等（貸借対照表、損益計算書）について
第２号議案　平成 30 年度剰余金処分案について
第３号議案　平成 31 年度事業計画（案）及び予算（案）について
第４号議案　役員の補充選出について

総代会の決議事項等の議事概要

組合員の意見を反映させる取組状況に関する事項

◎各種渉外活動等の実施 	
　組合員の皆様の福利厚生事業の一環として、ライフプランの支援や金融商品の正しい理解へのアドバイス等を実施
するとともに、組合員の「生の声」を業務運営や商品開発に反映させました。

【主な取組例】
・職員が消防署を年度内３回訪問し、各種金融に関する相談を受ける「しんくみ出張相談会」を実施しました。
・消防学校、消防署等からの要請により、外部講師及び組合役職員によるライフプランセミナーを延べ１７回開催しました。
・東京消防協会が主催する東京消防庁職員住宅セミナーにおいて、資金相談会を３回実施しました。
・住宅購入資金のニーズに応えるため、当初期間（２年、５年、１０年、２０年）固定金利型住宅ローンを販売しました。
・好評を博している「マイカーローン」について、予定を１ケ月前倒しして１０月からキャンペーンを実施しました。
・入学金や授業料等、教育に関わる資金需要に応えるため、年間を通し学費ローン「子育て応援キャンペーン」実施しました。
・多様な資金ニーズに応えるため、キュータカードのご利用限度額を２００万円から３００万円に見直しを図りました。

総　代
選　挙　区 総代定数 総代数 総　代　氏　名
企画調整部 4 4 甫出　憲治 ① 鈴木　真也 ① 島田　英男 ① 長谷川恵理 ①
総務部 4 4 須藤　健一 ① 宮内　正成 ③ 菅野　照子 ② 塚狹　雅朗 ①
人事部 4 4 古賀　暁子 ③ 石塚　　愛 ① 青柳　みわ ◆ 齋藤　真美 ②
警防部 4 4 福岡久仁子 ◆ 芹澤　順子 ② 金桝　直美 ◆ 佐々木美子 ◆
防災部 4 4 大原　　実 ① 金田　正史 ① 塩田　哲也 ② 檜垣　宏治 ②
救急部 3 3 小泉　　明 ① 仲野　友康 ① 立川　　満 ③
予防部 5 5 小塚　晴美 ② 片寄　雅之 ② 斎田　悦子 ① 桑原　一徳 ② 藤堂　正子 ◆
装備部 3 3 大野由紀子 ① 岡部　弘志 ① 苫米地　守 ①
消防学校 2 2 今井　健晴 ② 並木　　功 ①

消防技術安全所 4 4 福嶋　和明 ① 湯浅　弘章 ① 清水　崇一 ② 清水　鉄也 ①

第一方面 11 11
竹本　昌人 ② 菊名　宏之 ① 保手　卓矢 ① 瀧澤　一郎 ② 渡邊　敦子 ③ 上野　徳子 ②
田中　路代 ◆ 後藤　　繁 ① 戸松　寛明 ① 久保　淳一 ③ 香取　悦子 ◆

第二方面 8 8
古木　康友 ① 野呂　浩康 ② 日比　康友 ① 大久保宣勝 ② 高石　房伸 ② 中村　幸二 ①
加藤　　勇 ① 長谷川　琢 ①

第三方面 6 6 福原　昭彦 ① 福山　　茂 ② 伊藤　克之 ① 池田　勇人 ① 上平　信男 ② 豊田　敏史 ②

第四方面 8 8
瀧澤　幸夫 ② 小林　大倫 ② 久東　直子 ① 室星　　恵 ③ 岩渕　　康 ③ 河村　智子 ②
黒川　正吾 ② 山田奈穂子 ◆

第五方面 8 8
長谷川賢二 ① 芳賀　祐二 ① 富田　　博 ② 山田　　実 ① 小沼　義人 ② 加藤奈保子 ②
山口希久子 ◆ 戸谷　晴美 ②

第六方面 9 9
岩成　真弓 ② 吉田　卓也 ③ 神野麻衣子 ① 河嶋　　豊 ② 小林　利江 ② 藤井　沙妃 ①
島田　佳奈 ② 竹内　真理 ① 石山　謙一 ①

第七方面 10 10
菊田　哲郎 ① 石原　律子 ① 吉田なお子 ② 福田洋一郎 ② 森　　萌子 ① 岡﨑　真弓 ③
赤沢　　俊 ② 江幡　　茂 ② 鈴木ひろみ ② 石田　勇治 ②

第八方面 16 16
森　　利之 ② 河越由利子 ③ 山本　益敬 ① 高橋　祐介 ① 水上　智尋 ① 五十嵐広道 ③
横尾　弘司 ① 青山　　勉 ① 飛永　孝志 ① 嶋田　圭介 ② 鈴木　正弘 ③ 久田　智之 ②
原　　孝徳 ① 伊藤　　淳 ① 松山　　一 ① 佐藤　公則 ①

第九方面 9 9
村上　𠮷寿 ② 茂木　隆代 ③ 津野　　栞 ② 佐久間陽子 ③ 野口小百合 ② 澤田　進一 ②
中嶋　桂子 ② 伊藤　　彰 ① 大石　方子 ③

第十方面 6 6 高木　宣和 ① 石山　香織 ◆ 長谷川己余子② 小柳　京子 ② 岩井　和子 ◆ 山崎　玲奈 ②
東京消防庁の退職者 5 5 榎本　守秀 ② 半塚　恒利 ◆ 高橋　一好 ② 畠山　信直 ② 宮鍋　高一 ③
東京消防信用組合の
職員及びその退職者
東京消防庁に直接関
係ある法人、団体の役
職員並びにその退職者

1 1 齋藤三智雄 ③

（敬称略、順不同）

（令和元年７月１日現在）

（注１）氏名の後に平成１７年度以降の就任回数を記載しております。　（注２）就任回数が３回を超えている場合は◆で示しております。



8

平成30年度　経営環境・事業概況
■ 経済・金融環境

■ 経営課題

■ 顧客ニーズに応える経営

■ 法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化

■ 平成30年度収益管理計画及び３ヵ年経営指標の推進
重点項目

　平成 30 年度の我が国の経済は、輸出・生産面に海外経済の減速の影響が見られる
ものの、所得から支出への前向きな循環メカニズムが働くもとで、個人消費は、雇用・
所得環境の着実な改善を背景に、振れを伴いながらも緩やかに増加しました。 
　一方、金融環境については、日銀による消費者物価（除く生鮮食品）の前年度比２％
の「物価安定の目標」の実現を目指した「長短金利操作付き量的・質的金融緩和政策」
により、極めて緩和した状態が続きましたが、残念ながら消費者物価は、前年度比０％
台後半、予想物価上昇率は横ばい圏内で推移しました。
　この背景には、長期にわたる低成長やデフレの経験などから、賃金・物価が上がり
にくいことを前提とした考え方や慣行が根強く残っており、家計の値上げに対する慎
重な見方が明確に転換するには至っていないものと見られております。
　このような異次元の金融緩和政策による極めて低い長短金利水準によって、貸出金
利鞘の縮小に歯止めが掛かっていないことに加えて、有価証券運用の利回りの低下も
続くなど、金融機関の収益に大きな影響を及ぼしております。

　当組合の使命は、東京消防庁職員の福利厚生の向上を図るため、組合員の相互扶助
の理念に基づき、組合員のライフプランを支援することをもって組合員に貢献するこ
とであり、その結果が組合の経営基盤の強化につながることになります。 
　このために、当組合は健全かつ安定した経営を目指し、収益構造の安定を最重要課
題とした経営に取り組んでおりますが、預貸率が依然として低いため、収益面では有
価証券運用に頼らざるを得ない状況が続いていることから、融資利用者数と融資額の
拡大を最重要課題として、全役職員が一丸となって推進することにより、収益基盤の
安定と強化を図ってまいりました。

　職域の金融機関としての特性を活かした「職域密着型金融推進計画」（平成 29 年度
～ 31 年度）を策定し、職域型金融の円滑化（顧客ニーズに応える経営）、金融システ
ムの健全性の維持（景気に左右されない金融仲介機能の発揮）、組合員の利便性の向上

（顧客の信頼・安心感の確保等）の三本柱により、組合員との連携強化及び職域貢献事
業の推進に努めました。

■ 顧客の信頼・安心感の確保等
　業務の継続性の確保として、システムの安全稼動と業務継続体制の整備等に万全を
期すとともに、顧客情報への不正アクセス、不正情報取得等を制御・防止する仕組みを
構築いたしました。
　また、ＯＢ組合員を含め組合員に対して、分かり易く理解されるよう商品説明を十
分に行うとともに、顧客からの相談・苦情には真摯に対応いたしました。

■ 統合的リスク管理の確立とリスク管理態勢及び収益管理態勢の充実
　当組合が直面するリスクに関して、それぞれのリスク・カテゴリー毎（信用リスク、
市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、経営体
力である自己資本と比較・対照する自己管理型のリスク管理を実践するため、統合的リ
スク管理に関する機能の実効性確保に努めました。

■ オペレーショナル・リスクの極小化
　金融検査及び内部監査における指摘、指導事項の改善状況の検証等を継続的に行い
ました。
　また、自店検査の強化を図るため、部店間で相互に実施するクロス・チェックを定
期的に実施することで、オペレーショナル・リスクの低減と事務の効率・正確化を図
りました。

■ 経営情報の公表
　組合の経営状況については、毎月発行する ｢しんくみだより｣、年２回発行するディ
スクロージャー誌を通じて経営の実態を公表するとともに、ホームページ、東京消防
庁電子掲示板（職員ポータル）等により、タイムリーな情報を積極的に提供してまいり
ました。

■ 融資条件緩和対策への対応
　組合員が給与引き下げ等の影響を受け、借入金返済が負担となっている場合など、
きめ細かな対応を図るため、平成 25 年３月末をもって終了した中小企業等金融円滑
化法の趣旨を踏まえ、返済条件の変更など相談窓口を各店舗に設置し、組合員の立場
に立った具体的な生活設計支援対策を推進しました。

■ 多重債務問題の解決
　多重債務者救済のための相談体制の充実を図るとともに、多重債務者発生防止のため
の金融経済セミナー等を適宜開催して、多重債務問題に対して積極的に取り組みました。

■ 振り込め詐欺・悪質な投資勧誘の防止
　「オレオレ詐欺」、「還付金詐欺」、「宅配便による詐欺」、「直接受取りによる詐欺」等
や株式や社債、ファンドなどの取引に関する悪質な投資勧誘に組合員があわないよう、
窓口での声かけや毎月発行する「しんくみだより」による注意喚起に努めました。

■ 偽造・盗難キャッシュカード、盗難通帳への対応
　様々な媒体を通じて、偽造キャッシュカード等による預金の不正引出し防止対策と組
合員への注意喚起に努めるとともに、預金保険法等に沿った補償を的確に行いました。

■ マネー・ローンダリング、テロ資金供与への対応
　犯罪収益移転防止法に基づく取引時確認や確認記録・取引記録の作成・保存等に加え、
日々の取引において、疑わしい取引に該当する可能性のある取引を検索し、特定・評
価することで、疑わしい取引の届出義務の履行に努めました。 	　 	 　
　また、「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」に基
づく、「ギャップ分析」と「リスク評価書」の見直しを行うとともに、関連諸規定を整
備するなど、今年秋に予定されているＦＡＴＦ第４次対日相互審査に向けた態勢整備
に努めました。

■ 金融ＡＤＲ制度の活用
　組合員から当組合に対してお申し出のあった相談苦情等で、相当の期間を経ても解
決に至らないケースについては、金融分野におけるトラブルについて裁判外で簡易・
迅速な解決を行うために「金融ＡＤＲ制度」（金融分野における裁判外紛争解決制度）
の活用解決に努めております。

■ 人材の計画的育成
　近年の金融機関を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあり、当組合においても人材
の育成が喫緊の課題になっていることから、当組合の職員には職務に必要な通信教育
の受講をはじめ、各種資格の取得を奨励し、その資格を活かしたサービス向上が図れ
るよう育成に取り組みました。また、平成 30 年度末までに 15 名の職員がＦＰ（ファ
イナンシャル・プランニング）技能試験に合格し資格を取得しております。

■ 予算の計画的・効果的な執行
　早期に安定した収支構造を確立するため、最小の経費で最大の効果を上げられるよ
うに業務全般を見直し、効率的な業務運営に努めてまいりました。

■ 反社会的勢力との関係遮断
　金銭消費貸借契約証書や預金規定等に暴力団排除条項を加え、反社会的勢力介入排除
に向けた姿勢を明確にするとともに、取引の入口、事後、出口の各段階において、それ
ぞれ適切な事前審査、事後検証等による反社会的勢力との関係遮断に取り組みました。

　法令等遵守の徹底は、当組合の信頼の維持、業務の健全性及び適切性の確保を図る
ための最重要事項です。当組合では、経営戦略会議をはじめ、コンプライアンス委員
会を活性化させ、コンプライアンス・プログラムの充実を図って適切に業務を遂行い
たしました。 	 　
　また、リスク管理については、当組合の規模・特性に応じ総体的にリスク状況を分
析し、リスク管理上の弱点等の改善を推進しました。

ア．預金・積金について
　昨年度に引き続き組合員のニーズに応えた商品を継続販売することとし、現職組合
員には計画的な資金作りができる ｢ライフプラン目的積金｣、｢エンドレス型積立定期
預金｣ の販売を行いました。
　また、退職者向けの悠々定期預金の販売中止、年金定期預金の金利の引き下げの影
響から、預金・積金の総額は、前年同期比で 2.52％減、約 19 億 1 千万円減少し、
738 億円となりました。
イ．融資拡大について 	 　 	 　 	 　
　当組合では、融資利用者数と融資額の拡大を最重要事業に位置づけ、主力商品であ
る有担保住宅ローンをはじめとして、人気のあるマイカー、学費、ブライダルの各種
ローン、そして、申込み当日に実行可能な「フレッシュローン」、省エネ住宅のリフォー
ムを応援する「住宅リフォームローン」等、組合員の皆様のニーズにお応えする各商
品の販売に努めました。	　
　さらに、融資拡大策として、所属へのしんくみ出張相談会、出張所訪問活動、巡回サー
ビス員による所属訪問、ＦＰ資格者による所属セミナー、職員ポータルへの情報提供
及びポスター、チラシ等の配布による広報活動を積極的に展開してまいりましたが、
平成２８年２月のマイナス金利政策の導入以降、メガバンクを中心とした住宅ローン
金利の大幅な引き下げ競争が常態化する中、住宅ローンの固定金利を優遇する商品を
推進した結果、融資利用者数は前年同期比 112 名増加、融資額は前年同期比で 5.06％
増、約 16 億 7 千万円増加の 348 億円となり、貸出金利息も前年同期比で７百万円
増加し、５億２千万円を確保しました。　 	 　
ウ．資金運用について 	 　 	 　 	 　
　日銀は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指し、これを安定的に持続するため
に必要な時点まで、「長短金利操作付き量的・質的金融緩和を継続する。」としており、
債券運用による利息配当金の確保は一段と困難な状況が続いておりますが、統合的な
リスク管理を通じて、健全性・安定性を確保しつつ、能動的に収益性を追及した結果、
当年度については、有価証券の時価ベースの保有額 306 億円に対して、利息配当金
３億２千万円を確保しました。

役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名） 組合員の推移

注）当組合は、職員出身者以外の理事 14 名（※印）の経営参画により、ガバナンスの向上や組
合員の意見の多面的な反映に努めております。

（令和元年 6 月 27 日現在）
理 事 長／小室　憲彦（※） 　常務理事／吉田　成美 	 　
理　　事／清水　洋文（※） 　理　　事／鈴木　浩永（※） 　理　　事／佐々木　直人（※） 	
理　　事／山本　密雄（※） 　理　　事／君嶋　幸夫（※） 　理　　事／齋藤　　祐治（※） 	
理　　事／萱津　雅弘（※） 　理　　事／佐藤　芳邦（※） 　理　　事／本多　　　博（※） 	
理　　事／伊藤　幸永（※） 　理　　事／原崎　義之（※） 　理　　事／林田　　淳司（※）

理　　事／阿部　勝男（※） 　監　　事／川田　　進  　監　　事／原川　　英俊 
員外監事／岩片　古志郎

区 分 平成29年度 平成30年度
個 人 25,564 25,797
法 人 8 8
合 計 25,572 25,805

（単位：人）
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決算ハイライト

当期純利益の推移

　当期純利益は、前年度比 4 千 2 百万円増加の 1 億 3 千 6 百万
円となり、7 期連続で黒字を確保いたしました。

最終利益は、7期連続で黒字を確保

区　　　　分 平成29年度 平成30年度 増　減

①業務粗利益 681 728 46

②資金運用収支 821 842 21

③役務取引等収支 △ 156 △ 150 6

④その他業務収支 16 35 19

⑦経費 540 539 △ 1

⑧人件費 374 379 5

⑨物件費 165 158 △ 6

⑩税金 0 1 0

⑪その他経常損益 △ 15 △ 4 10

⑫経常利益（① -⑦ +⑪） 124 183 58

⑬特別損益 △ 1 0 1

⑭法人税等 30 47 17

⑮当期純利益（⑫ +⑬ -⑭） 93 136 42

（単位：百万円）
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出資配当・利用分量配当の推移

※利用分量配当とは
　協同組合組織の金融機関に認められている特別な配当で、
当該年度中の利益の中から、組合員皆様の利用の割合（注）
に応じて還元するものです。

（注）利用割合
平成 26・27 年度　預金利息・貸出金利息　100 円に対して５円
平成 28 〜 30 年度　貸出金利息　100 円に対して５円
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百万円

26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度

有価証券の運用額の増加により運用収
益はトータルで増加
●貸出金、有価証券などの運用収益
　　（29 年度）　　（30 年度）
　  881百万円　  882百万円
●預金利息などの調達費用
　  60百万円　  39百万円

有価証券の売却益が増加したもの
●債券売却益
　  △ 6百万円　  10百万円

組合員の皆様が、他金融機関の ATM
を利用時の当組合負担額（セブン銀行
利用分等）
　  80百万円　  81百万円
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21

26

21

33

21

35

利用分量配当
出資配当
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貸出先数・貸出金残高の推移

自己資本比率・自己資本額の推移

　当組合では、ここ数年度来の事業計画におきまして、貸出金額の拡大を最重要課題として位置づけ、組合員の皆さまの利便性の向上
とライフプランに対応した商品開発等に努めるとともに、積極的な渉外活動を展開しております。
　その結果、毎年度、貸出先数と貸出金額ともに着実な増加を続けております。

　自己資本比率は金融機関の健全性を示す指標として用いられます。比率が高いほど、金融機関の経営がより健全であることを示して
います。逆にその水準が低くなると健全性の度合いが減じられることとなり、経営にも望ましくない影響を与えます。
　海外に営業拠点を持たない信用組合の場合には、自己資本比率を 4% 以上とすることが求められています。

　当組合の自己資本比率は 13.20% で国内基準の 4% を大きく上回っています。
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経理・経営内容

科　　　　目 金　　　　額
（資産の部） 平成29年度 平成30年度

現 金 283,092 294,883
預 け 金 17,920,279 17,613,849
有 価 証 券 30,536,772 30,680,717

国 債 5,960,140 6,031,440
地 方 債 3,742,805 3,262,313
社 債 14,823,905 14,414,786
株 式 240 200
そ の 他 の 証 券 6,009,682 6,971,978

貸 出 金 33,123,424 34,801,923
証 書 貸 付 32,259,695 33,857,133
当 座 貸 越 863,729 944,789

そ の 他 資 産 359,135 596,762
未 決 済 為 替 貸 6,327 7,780
全 信 組 連 出 資 金 131,600 391,600
前 払 費 用 12,511 710
未 収 収 益 131,188 133,076
そ の 他 の 資 産 77,509 63,595

有 形 固 定 資 産 23,066 15,657
リ ー ス 資 産 3,181 2,272
その他の有形固定資産 19,884 13,385

無 形 固 定 資 産 2,133 1,813
ソ フ ト ウ ェ ア 655 334
その他の無形固定資産 1,478 1,478

貸 倒 引 当 金 △ 65,170 △ 71,602
（うち個別貸倒引当金） （△ 56,490） （△ 60,250）

資 産 の 部 合 計 82,182,735 83,934,003

科　　　　目 金　　　　額
（負債の部） 平成29年度 平成30年度

預 金 積 金 75,723,262 73,810,775
普 通 預 金 29,648,425 30,729,498
貯 蓄 預 金 26,541 24,263
定 期 預 金 43,806,258 40,930,164
定 期 積 金 2,240,956 2,123,576
そ の 他 の 預 金 1,081 3,272

借 用 金 − 3,200,000
借 入 金 − 3,200,000

そ の 他 負 債 303,543 360,702
未 決 済 為 替 借 152,418 189,580
未 払 費 用 96,710 100,703
給 付 補 塡 備 金 22,539 17,937
未 払 法 人 税 等 13,622 30,718
払 戻 未 済 金 11,788 16,598
リ ー ス 債 務 3,202 2,297
そ の 他 の 負 債 3,262 2,865

退 職 給 付 引 当 金 192,663 170,818
睡眠預金払戻損失引当金 4,599 2,322
繰 延 税 金 負 債 284,942 386,500
負 債 の 部 合 計 76,509,012 77,931,118

（純資産の部）
出 資 金 726,229 716,016

普 通 出 資 金 726,229 716,016
利 益 剰 余 金 4,043,856 4,132,276

利 益 準 備 金 732,208 726,229
その他利益剰余金 3,311,648 3,406,047

特 別 積 立 金 2,800,000 2,800,000
当期未処分剰余金 511,648 606,047

組 合 員 勘 定 合 計 4,770,085 4,848,292
その他有価証券評価差額金 903,637 1,154,592
評価・換算差額等合計 903,637 1,154,592
純 資 産 の 部 合 計 5,673,722 6,002,884
負債及び純資産の部合計 82,182,735 83,934,003

貸借対照表 （単位：千円）

貸借対照表の注記事項
  1.　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記については、表示単位未

満を切り捨てて表示しております。
  2.　　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他

有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主と
して移動平均法により算定）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均
法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、
全部純資産直入法により処理しております。

  3.　　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法 ( ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得
した建物 ( 建物附属設備を除く ) 並びに平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては定額法 ) を採用しております。

　　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　その他　　5 年～ 20 年

  4.　　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却しております。なお、自社利用
のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。

  5.　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース
資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース
契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

  6.　　外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。
  7.　　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会・銀行等監査特別委員会報告第 4 号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき引当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当て
ております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。

　　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に業務部が資産査定を実施し
ており、その査定結果により上記の引当てを行っております。		

  8.　　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

　　　なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度（総合型厚生年金基金）
を採用しております。当該企業年金制度に関する事項は次のとおりです。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成 30 年 3 月 31 日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　367,961 百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額と最低責任
　　　準備金の額との合計額　　　　　　　　　　　　　　308,451 百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  59,510 百万円	

（2）制度全体に占める当組合の掛金拠出割合			 
　　（自　平成 29 年 4 月分　　至　平成 30 年 3 月分）　0.231%

（3）補足説明
　上記（1）の差引額の要因は、年金財政計算上の未償却過去勤務債務残高 23,811 百万円及び別
途積立金 83,321 百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間 19 年の元利
均等償却であり、当組合は当期の計算書類上、特別掛金 6 百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じること
で算定されため、上記（2）の割合は当組合の実際の負担割合とは一致しません。

  9.　　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり必要と認める額を計上しております。
10.　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
11.　　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額　　　　　　42　百万円
12.　　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額　　　　　　－　 百万円
13.　　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80　百万円
14.　　貸出金のうち、破綻先債権額はありません。延滞債権額は 81 百万円であります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由に
より元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒
償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和
40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事
由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援
を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

15.　　貸出金のうち、3 か月以上延滞債権額は 24 百万円であります。
　なお、3 か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から 3 か月以上遅延し
ている貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。		

16.　　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額はありません。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破
綻先債権、延滞債権及び 3 か月以上延滞債権に該当しないものであります。

17.　　延滞債権額、3 か月以上延滞債権額の合計額は 105 百万円であります。
　なお、14. から 17. に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

18.　　貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、事務用機器及び営業用車両についてリース契約により
使用しています。

19.　　担保に提供している資産は 3,200 百万円、これに対応する債務として借用金 3,200 百万円があります。
　なお、公金取扱い及び為替取引のために預け金 401 百万円及びその他資産 2 百万円を担保として提
供しております。

20.　　出資 1 口当たりの純資産額は 838 円 37 銭です。
21.　　金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）を
しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、東京消防庁職員を主としたお客様に対する貸出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託であり、満期保有目的及び純投資目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒され
ております。
外貨建有価証券については、為替の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
また、変動金利の預金については、金利の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

　当組合は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、
与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制
を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか業務部により行われ、また、定期的に理事会や経営戦
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略会議を開催し、審議・報告を行っております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経営企画部において、信用情報や時価の把握を
定期的に行うことで管理しております。

②市場リスクの管理
（ i ）金利リスクの管理
　当組合は、ALM によって金利の変動リスクを管理しております。
　ALM に関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、経営戦略
会議での審議を経て、理事会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分
析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、定期的に経営戦略会議に報告しております。

（ⅱ）為替リスクの管理
　当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

（ⅲ）価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、経営戦略会議の方針に基づき、理事会の監督
の下、資金運用規程に従い行われております。
　このうち、経営企画部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定
のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　これらの情報は、経営戦略会議を経て、理事会において定期的に報告されております。

（iv）市場リスクに係る定量的情報
　当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「預け
金」、「有価証券」のうち債券、「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」であります。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、「協同組合による金融事業に関する法律
施行規則第六十九条第一項第五号ニ等の規定に基づき、自己資本の充実の状況等について金融庁
長官が別に定める事項（平成十九年金融庁告示第十七号）」において通貨ごとに規定された金利
ショックを用いた経済価値の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあたっての
定量的分析に利用しております。
　当該変動額の算定にあたっては、対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動金利群に分け
て、それぞれ金利期日に応じて適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いております。
　なお、金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、当事業年度末
において、上方パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合 1.00％上昇等、通貨
ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合、経済価値は 2,439 百万円減少するものと把握しております。
　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク
変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じ
る可能性があります。
③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、ALM を通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考
慮した長短の調達バランスの調節などによって、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち預け金、貸出金及び預金積金については、簡便な計算により算出した時
価に代わる金額を含めて開示しております。

22.　金融商品の時価等に関する事項
　平成 31 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊1）預け金、貸出金及び預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」
が含まれております。

（＊2）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注1）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
（1）預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。満期のある預け金については、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、
当該現在価値を時価とみなしております。

（2）有価証券
　債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は、公
表されている基準価格によっております。
　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については23.から26.に記載しております。

（3）貸出金
　貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金
を控除する方法により算定し、その算出結果を簡便な方法により算出した時価に代わる金額とし
て記載しております。
①　6 カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、その貸

借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額）。	
②　①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金利

（LIBOR. SWAP 等）で割り引いた価額を時価とみなしております。
金融負債
（1）預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を時価とみなしており
ます。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、
元利金の合計額を一種類の市場金利（LIBOR,SWAP 等）で割り引いた価額を時価とみなしてお
ります。

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価
情報には含まれておりません。

（＊） 非上場株式及び全信組連出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難
と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（注 3）金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先および破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めないもの、
期間の定めがないものは含めておりません。

（注 4）有利子負債の決算日後の返済予定額

（※）預金積金のうち要求払預金は「1 年以内」に含めております。
23.　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
（2）満期保有目的の債券	

【時価が貸借対照表計上額を超えるもの】

【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

（注）時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
（3）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式はありません。
（4）その他有価証券

【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】

（注）1. 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
2. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落

しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価
をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減
損処理」という。）することとしております。なお、当事業年度における減損処理はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、取得原価と比較して 30％以上下落
した場合であります。

24.　当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
25.　当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

26.　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の償還予定額は次のとおりであります。

27.　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、394 百万円であります。これらはすべて原契
約期間が 1 年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものであります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの
が必ずしも当組合の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多
くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条件が付けられております。また、契約後
も定期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。

28.　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。
繰延税金資産
　退職給付引当金損金算入限度額超過額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47 百万円
　未払賞与損金不算入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  7
　未払事業税損金不算入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  2
　貸出金償却損金不算入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  9
　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  3
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70
評価性引当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 △ 9
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   60
繰延税金負債
　有価証券評価差額金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    447
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    447
繰延税金負債の純額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    386 百万円

売却価額 売却益 売却損
781 百万円 10 百万円 −

貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

（1）預け金　（＊1）
（2）有価証券
　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券

（3）貸出金　（＊1）
　　　貸倒引当金　（＊2）

17,613

599
30,081
34,801

△ 71

17,656

606
30,081

42

7
−

34,730 35,667 937
金融資産計 83,024 84,012 987

（1）預金積金（＊1） 73,810 73,909 98
金融負債計 73,810 73,909 98

（単位：百万円）

区　　　分 貸借対照表計上額

非上場株式（＊） 0
全信組連出資金（＊） 391

合　　　計 391

（単位：百万円）

1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち満期があるもの
貸出金（＊）

13,413
	

100
1,100
2,545

4,200

400
7,120
8,409

−
	

−
8,400
7,288

−

100
7,800

15,538
合　　　計 17,158 20,129 15,688 23,438

（単位：百万円）

1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超

預金積金 46,496 27,313 − −
合　　　計 46,496 27,313 − −

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

地 方 債 399 405 6
そ の 他 200 201 1

外国債券 200 201 1
小 計 599 606 7

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

地 方 債 − − −
そ の 他 − − −

外国債券 − − −
小 計 − − −

合 　 　 計 599 606 7

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 取　得　原　価 差　　　　額

株 式 − − −
債 券 22,801 21,758 1,043

国 債 6,031 5,285 746
地 方 債 2,862 2,796 66
社 債 13,907 13,676 230

そ の 他 5,912 5,327 585
外国債券 2,023 1,999 23
投資信託 3,889 3,327 562

小 計 28,714 27,085 1,628

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 取　得　原　価 差　　　　額

株 式 0 0 −
債 券 507 509 △ 1

国 債 − − −
地 方 債 − − −
社 債 507 509 △ 1

そ の 他 859 884 △ 25
外国債券 732 749 △ 16
投資信託 126 135 △ 8

小 計 1,366 1,393 △ 27

合 　 　 計 30,081 28,479 1,601

（単位：百万円）

1 年以内額 5 年超 10 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超

債 券 1,007 7,401 6,919 8,380
国 債 − − − 6,031
地 方 債 604 2,657 − −
社 債 402 4,743 6,919 2,349

そ の 他 200 1,277 2,904 712
外国債券 200 102 1,741 712
投資信託 − 1,175 1,163 −

合 　 　 計 1,207 8,678 9,823 9,093

（単位：百万円）
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経理・経営内容

科　　　　目 平成29年度 平成30年度
当 期 未 処 分 剰 余 金 511,648,810 606,047,489
利 益 準 備 金 取 崩 額 5,979,000 10,213,000
剰 余 金 処 分 額 47,595,973 47,897,287

普通出資に対する配当金 21,978,853 21,791,534
（年 3％の割合） （年 3％の割合）

事業の利用分量に対する配当金 25,617,120 26,105,753
（ 貸 付 金 利 息 ） （100円につき5円の割合） （100円につき5円の割合）

繰越金（当期末残高） 470,031,837 568,363,202

剰余金処分計算書 （単位：円）

科　　　　目 平成29年度 平成30年度
経 常 収 益 950,738 935,517

資 金 運 用 収 益 881,376 882,424
貸 出 金 利 息 517,315 524,749
預 け 金 利 息 27,953 26,461
有価証券利息配当金 331,243 325,949
その他の受入利息 4,864 5,264

役 務 取 引 等 収 益 11,420 11,929
受入為替手数料 5,385 5,688
その他の役務収益 6,034 6,241

その他の業務収益 55,547 36,043
国債等債券売却益 32,190 10,139
その他の業務収益 23,356 25,904

その他の経常収益 2,394 5,119
償却債権取立益 1,960 1,960
その他の経常収益 434 3,159

経 常 費 用 825,860 751,950
資 金 調 達 費 用 60,074 39,723

預 金 利 息 45,578 27,139
給付補塡備金繰入額 14,460 12,557
その他の支払利息 35 26

役 務 取 引 等 費 用 167,908 162,102
支払為替手数料 80,372 79,979
その他の役務費用 87,535 82,122

そ の 他 業 務 費 用 39,054 500
国債等債券売却損 39,051 −
その他の業務費用 3 500

経 費 540,918 539,758
人 件 費 374,605 379,989
物 件 費 165,056 158,759
税 金 1,257 1,008

そ の 他 経 常 費 用 17,904 9,866
貸倒引当金繰入額 9,235 9,085
貸 出 金 償 却 581 10
その他の経常費用 8,087 770

経 常 利 益 124,878 183,566
特 別 利 益 − −
特 別 損 失 1,346 −

固 定 資 産 処 分 損 1,346 −
税 引 前 当 期 純 利 益 123,531 183,566
法人税、住民税及び事業税 25,000 43,200
法 人 税 等 調 整 額 5,256 4,351
法 人 税 等 合 計 30,256 47,551
当 期 純 利 益 93,275 136,015
繰越金（当期首残高） 418,373 470,031
当 期 未 処 分 剰 余 金 511,648 606,047

損益計算書 （単位：千円）

（注）1.�記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記について
は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　　2.出資１口当りの当期純利益　　18円60銭

科　　　　目 平成29年度 平成30年度
資 金 運 用 収 益 881,376 882,424
資 金 調 達 費 用 60,074 39,723

資 金 運 用 収 支 821,301 842,700
役 務 取 引 等 収 益 11,420 11,929
役 務 取 引 等 費 用 167,908 162,102

役 務 取 引 等 収 支 △ 156,488 △ 150,173
そ の 他 業 務 収 益 55,547 36,043
そ の 他 業 務 費 用 39,054 500

そ の 他 業 務 収 支 16,493 35,543
業 務 粗 利 益 681,306 728,071
業 務 粗 利 益 率 0.83　% 0.89　%

粗利益 （単位：千円）

（注）1.業務粗利益率＝　　　　 　　　　　　　　×100業務粗利益
資金運用勘定計平均残高

経常収益の内訳

経常費用の内訳

その他経常収益
0.5%

資金調達費用
5.2%

役務取引等費用
21.5%

経費71.7%

その他業務費用
0.0%

その他経常費用
1.3%

資金運用収益
94.3%

貸出金利息
（56.0%）

その他資金運用収益
（3.3%）

有価証券利息配当金
（34.8%）

その他業務収益
3.8%

役務取引等収益
1.2%
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経理・経営内容

区　　　分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
経 常 収 益 1,324,551 1,247,516 1,006,572 950,738 935,517
経 常 利 益 489,472 406,253 192,115 124,878 183,566
当 期 純 利 益 375,016 317,276 187,920 93,275 136,015
預 金 積 金 残 高 76,448,379 75,745,922 75,162,225 75,723,262 73,810,775
貸 出 金 残 高 31,818,340 30,099,755 31,362,778 33,123,424 34,801,923
有 価 証 券 残 高 24,579,347 30,636,942 30,851,127 30,536,772 30,680,717
総 資 産 額 82,165,111 82,657,715 81,496,541 82,182,735 83,934,003
純 資 産 額 4,946,936 5,907,352 5,622,294 5,673,722 6,002,884
自己資本比率（単体） 15.52 ％ 15.47 ％ 14.69 ％ 14.04 ％ 13.20 ％
出 資 総 額 718,413 726,913 732,208 726,229 716,016
出 資 総 口 数 7,184,130 口 7,269,130 口 7,322,080 口 7,262,290 口 7,160,160 口
出資に対する配当金 21,578 21,709 21,952 21,978 21,791
職 員 数 40 人 39 人 39 人 41 人 39 人

主要な経営指標の推移 （単位：千円）

預金の推移 （単位：億円）

（注）1.�残高計数は期末日現在のものです。
　　2.「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

科　　　　目 平成29年度 平成30年度
役 務 取 引 等 収 益 11,420 11,929

受 入 為 替 手 数 料 5,385 5,688
そ の 他 の 受 入 手 数 料 6,034 6,241

役 務 取 引 等 費 用 167,908 162,102
支 払 為 替 手 数 料 80,372 79,979
そ の 他 の 支 払 手 数 料 1,251 1,947
その他の役務取引等費用 86,284 80,175

役務取引の状況 （単位：千円）

項　　　目 平成29年度 平成30年度
受 取 利 息 の 増 減 △ 62,809 1,048
支 払 利 息 の 増 減 △ 31,122 △ 20,351

受取利息及び支払利息の増減 （単位：千円）

項　　　目 平成29年度 平成30年度
人 件 費 374,605 379,989

報 酬 給 料 手 当 307,057 304,919
退 職 給 付 費 用 26,421 33,335
そ の 他 41,125 41,735

物 件 費 165,056 158,759
事 務 費 71,540 72,142
固 定 資 産 費 22,441 22,516
事 業 費 27,179 27,324
人 事 厚 生 費 4,719 3,076
有 形 固 定 資 産 償 却 11,106 7,994
無 形 固 定 資 産 償 却 399 320
そ の 他 27,670 25,385

税 金 1,257 1,008
経 費 合 計 540,918 539,758

経費の内訳 （単位：千円）

項　　　目 平成29年度 平成30年度
業 務 純 益 137,371 185,640

業務純益 （単位：千円）
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経理・経営内容

項　　　目 平成 29年度 平成 30年度経過措置による不算入額 経過措置による不算入額
コア資本に係る基礎項目　　（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 4,722,489 4,800,395

うち、出資金及び資本剰余金の額 726,229 716,016
うち、利益剰余金の額 4,043,856 4,132,276
うち、外部流出予定額（△） 47,595 47,897
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 8,679 11,352
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 8,679 11,352
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の
額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の 45％に相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　( イ ) 4,731,169 4,811,747
コア資本に係る調整項目　　( ２)
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の
額の合計額 377 94 240

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 377 94 240

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － － －
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る 10％基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る 15％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － － －
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 ( ロ ) 377 240
自己資本
自己資本の額 (( イ ) － ( ロ ))　（ハ） 4,730,791 4,811,506
リスク・アセット等　　( ３)
信用リスク・アセットの額の合計額 31,978,399 34,767,531

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 450,570
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライ
ツに係るものを除く。） 94

うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー △ 450,664
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額 1,693,681 1,673,712
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額 ( ニ ) 33,672,080 36,441,243
自己資本比率
自己資本比率 (( ハ ) ／ ( ニ )) 14.04% 13.20%

自己資本の充実の状況 （単位：千円）

（注）�自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第 14条の 2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同
組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18年金融庁告示第 22号）」に係る算式に基づき算出
しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。
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経理・経営内容

有価証券の時価等情報

科　　　目 年度 平均残高 利　　　息 利回り
資 金 運 用 29年度 81,349 881,376 1.08
勘 定 30年度 81,076 882,424 1.08

う ち 29年度 31,535 517,315 1.64
貸 出 金 30年度 33,656 524,749 1.55
う ち 29年度 20,447 27,953 0.13
預 け 金 30年度 17,979 26,461 0.14
う ち 29年度 29,239 331,243 1.13
有 価 証 券 30年度 29,266 325,949 1.11

資 金 調 達 29年度 76,673 60,074 0.07
勘 定 30年度 76,311 39,723 0.05

う ち 29年度 76,669 60,039 0.07
預 金 積 金 30年度 75,474 39,697 0.05
う ち 29年度 − − −
借 用 金 30年度 833 0 0.00

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

%千円百万円
該当事項なし

オフバランス取引の状況

区　　　分 平成29年度 平成30年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.15 0.22
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.11 0.16

総資産利益率 （単位：％）

（注）総資産経常（当期純）利益率＝　 　　　　　　　　 　　　　　　　　×100経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高

該当事項なし

先物取引の時価情報

区　　　分 平成29年度 平成30年度
資 金 運 用 利 回　　（ ａ ） 1.08 1.08
資 金 調 達 原 価 率　（ ｂ ） 0.78 0.75
資　金　利　鞘　（ａ－ｂ） 0.30 0.33

総資金利鞘等 （単位：％）

該当事項なし

売買目的有価証券

該当事項なし

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

種　　　類
平成29年度 平成30年度

貸借対照表 
計　上　額 時　　価 差　　額 貸借対照表 

計　上　額 時　　価 差　　額

時 価 が 貸 借 対 照 表
計 上 額 を 超 え る も の

地  方  債 399 409 9 399 405 6
そ  の  他 100 102 2 200 201 1
小 計 499 511 12 599 606 7

時 価 が 貸 借 対 照 表
計 上 額 を 超 え な い も の

地  方  債 − − − − − −
そ  の  他 100 97 △ 2 − − −
小 計 100 97 △ 2 − − −

合 計 599 609 10 599 606 7

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

（注）1.�時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　2.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　3.時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

種　　　類
平成29年度 平成30年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
非 上 場 株 式 131 391
合 　 　 計 131 391

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券 （単位：百万円）
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経理・経営内容

資　金　調　達

金　銭　の　信　託

有価証券の時価等情報

種　　　類
平成29年度 平成30年度

貸借対照表 
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表 

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 
額 が 取 得 原 価 を 
超 え る も の

株 式 − − − − − −
債 券 20,423 19,453 969 22,801 21,758 1,043

国 債 5,960 5,307 652 6,031 5,285 746
地 方 債 3,343 3,245 98 2,862 2,796 66
社 債 11,119 10,900 218 13,907 13,676 230

そ の 他 4,679 4,333 346 5,912 5,327 585
小 計 25,103 23,787 1,315 28,714 27,085 1,628

貸 借 対 照 表 計 上 
額 が 取 得 原 価 を 
超 え な い も の

株 式 0 0 − 0 0 −
債 券 3,704 3,718 △ 13 507 509 △ 1

国 債 − − − − − −
地 方 債 − − − − − −
社 債 3,704 3,718 △ 13 507 509 △ 1

そ の 他 1,129 1,178 △ 48 859 884 △ 25
小 計 4,834 4,896 △ 61 1,366 1,393 △ 27

合 計 29,937 28,684 1,253 30,081 28,479 1,601

その他有価証券 （単位：百万円）

（注）1.�貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　2.上記の「社債」には、政府保証債、財投機関債、地方道路公社債が含まれます。
　　3.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　4.時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

該当事項なし

項　　　目 平成29年度 平成30年度
国 債 等 債 券 売 却 益 32 10
そ の 他 の 業 務 収 益 23 25
そ の 他 業 務 収 益 合 計 55 36

その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

区　　　分 平成29年度 平成30年度
職員１人当りの預金残高 1,846 1,895
職員１人当りの貸出金残高 807 892

職員１人当りの預金及び貸出金残高 （単位：百万円）

区　　　分 平成29年度 平成30年度

預 貸 率
（期　 　末） 43.74 47.15
（期中平均） 41.13 44.59

預 証 率
（期　 　末） 40.32 41.56
（期中平均） 38.13 38.77

預貸率及び預証率 （単位：％）

（注）1.預貸率＝　　　　　　　　　　　×100

　　2.預証率＝　　　　　　　　　　　×100

貸出金
預金積金＋譲渡性預金

有価証券
預金積金＋譲渡性預金

種　　　目
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
流 動 性 預 金 29,540 38.5 30,721 40.7
定 期 性 預 金 47,128 61.4 44,752 59.2
合 計 76,669 100.0 75,474 100.0

預金種目別平均残高 （単位：百万円、%）

区　　　分
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
個 人 73,446 97.0 71,803 97.3
法 人 2,276 3.0 2,006 2.7

一 般 法 人 1,442 1.9 1,219 1.7
金 融 機 関 0 0.0 0 0.0
公 金 1 0.0 0 0.0

合 計 75,723 100.0 73,810 100.0

預金者別預金残高 （単位：百万円、%）

区　　　分 平成29年度 平成30年度
固 定 金 利 定 期 預 金 26,913 23,943
変 動 金 利 定 期 預 金 312 274
合 計 27,225 24,218

定期預金種類別残高 （単位：百万円）

項　　　目 平成29年度 平成30年度
財 形 貯 蓄 残 高 8,375 8,052

財形貯蓄残高 （単位：百万円）

流動性預金
40.7%

定期性預金
59.2%
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資　金　運　用

科　　　目
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
証 書 貸 付 30,735 97.4 32,752 97.3
当 座 貸 越 799 2.5 903 2.6
合 計 31,535 100.0 33,656 100.0

貸出金種類別平均残高 （単位：百万円、%）

区　　　分
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
消 費 者 ロ ー ン 4,877 14.9 5,328 15.3 
住 宅 ロ ー ン 27,945 85.1 29,473 84.6 
合 計 32,823 100.0 34,801 100.0 

消費者ローン・住宅ローン残高 （単位：百万円、%）

区　　　分
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
運 転 資 金 5,177 15.8 5,328 15.3 
設 備 資 金 27,945 84.2 29,473 84.6 
合 計 33,123 100.0 34,801 100.0 

貸出金使途別残高 （単位：百万円、%）

区　　　分 平成29年度 平成30年度
固 定 金 利 貸 出 374 306 
変 動 金 利 貸 出 32,748 34,495 
合 計 33,123 34,801 

貸出金金利区分別残高 （単位：百万円）

区　　　分 １年以内 １年超 
５年以内

５年超 
１０年以内 １０年超

国 債
平成29年度 − − − 5,960
平成30年度 − − − 6,031

地 方 債
平成29年度 454 2,355 932 −
平成30年度 604 2,657 − −

社 債
平成29年度 1,312 4,241 7,291 1,978
平成30年度 402 4,743 6,919 2,349

株 式
平成29年度 0 − − −
平成30年度 0 − − −

外 国 証 券
平成29年度 − 200 1,350 710
平成30年度 200 102 1,741 712

その他の証券
平成29年度 − − 2,280 −
平成30年度 − 1,175 1,163 −

合 計
平成29年度 1,767 6,797 11,854 8,648
平成30年度 1,207 8,678 9,823 9,093

有価証券種類別残存期間別残高 （単位：百万円）

区　　　分 金　　額 構成比 債務保証見返額

当組合預金積金
平成29年度 7 0.0 −
平成30年度 8 0.0 −

不 動 産
平成29年度 26,723 80.7 −
平成30年度 28,410 81.6 −

小 計
平成29年度 26,731 80.7 −
平成30年度 28,418 81.6 −

信用保証協会・信用保険
平成29年度 127 0.4 −
平成30年度 135 0.3 −

保 証
平成29年度 5,068 15.3 −
平成30年度 5,268 15.1 −

信 用
平成29年度 1,195 3.6 −
平成30年度 979 2.8 −

合 計
平成29年度 33,123 100.0 −
平成30年度 34,801 100.0 −

担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額 （単位：百万円、％）

項　　　目 平成 29 年度 平成 30 年度
貸出金償却額 0 0

貸出金償却額 （単位：百万円）

区　　　分
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
国 債 5,330 18.2 5,309 18.1 
地 方 債 4,177 14.2 3,486 11.9 
社 債 14,283 48.8 14,517 49.6 
株 式 0 0.0 0 0.0 
外 国 証 券 2,068 7.0 2,502 8.5 
そ の 他 の 証 券 3,379 11.5 3,450 11.7 
合 計 29,239 100.0 29,266 100.0 

有価証券種類別平均残高 （単位：百万円、%）

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

業　種　別
平成29年度 平成30年度

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比
金融業、保険業 300 0.9 − −
小 計 300 0.9 − −
個人（住宅・消
費・納税資金等） 32,823 99.1 34,801 100.0 

合 計 33,123 100.0 34,801 100.0 

貸出金業種別残高 （単位：百万円、%）

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

項　　　目
平成29年度 平成30年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
一般貸倒引当金 8 3 11 2 
個別貸倒引当金 56 6 60 3 
貸倒引当金合計 65 9 71 6 

貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）

（注）�当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に
係る引当は行っておりません。

地方債 11.9%

社債 49.6 %

（注）その他の証券は投資信託等です。

外国証券 8.5 %

その他の証券
11.7  %

当組合預金積金 0.0 %
信用 2.8 %

保証 15.1%
信用保証協会・

信用保険
0.3%

不動産
81.6%

国債 18.1%

貸出金担保内訳
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経　営　内　容

区　　　分 債権額 
（A）

担保・保証等 
（B）

貸倒引当金 
（C）

保全額 
（D）=（B）+（C）

保全率 
（D）/（A）

貸倒引当金引当率 
（C）/（A−B）

破 産 更 生 債 権 及 び 
これらに準ずる債権

平成29年度 39 11 27 39 100.00 100.00 
平成30年度 38 6 31 38 100.00 100.00 

危 険 債 権
平成29年度 44 15 28 44 100.00 100.00 
平成30年度 42 14 28 42 100.00 100.00 

要 管 理 債 権
平成29年度 − − − − − −
平成30年度 23 23 − 23 100.00 100.00 

不 良 債 権 計
平成29年度 83 26 56 83 100.00 100.00 
平成30年度 104 44 60 104 100.00 100.00 

正 常 債 権
平成29年度 33,080
平成30年度 34,736

合 計
平成29年度 33,164
平成30年度 34,841

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、%）

（注）1.�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
準ずる債権です。

　　2.�「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
債権です。

　　3.「要管理債権」とは、「3か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
　　4.「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
　　5.「担保・保証等(B)」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　　6.「貸倒引当金(C)」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
　　7.金額は決算後（償却後）の計数です。

区　　　分 残高
（Ａ）

担保・保証額
（Ｂ）

貸倒引当金
（Ｃ）

保全率
（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）

破 綻 先 債 権
平成29年度 2 0 2 100.00 
平成30年度 − − − −

延 滞 債 権
平成29年度 79 26 53 100.00 
平成30年度 80 20 60 100.00 

３か月以上延滞債権
平成29年度 − − − −
平成30年度 23 23 − 100.00 

貸 出 条 件 緩 和 債 権
平成29年度 − − − −
平成30年度 − − − −

合 計
平成29年度 82 26 56 100.00 
平成30年度 103 43 60 100.00 

リスク管理債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、%）

（注）1．�「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を
計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、①会社更生法又は、金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規
定による更生手続開始の申立てがあった債務者、②民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、③破産法の規定による破産手続開始の申立てがあった
債務者、④会社法の規定による特別清算開始の申立てがあった債務者、⑤手形交換所の取引停止処分を受けた債務者等に対する貸出金です。

　　2．「延滞債権」とは、上記1．及び債務者の経営再建又は支援（以下「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。
　　3．「3か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から3か月以上延滞している貸出金（上記1．及び2．を除く）です。
　　4．�「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金（上記1．～3．を除く）です。
　　5．「担保・保証額（B）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額です。
　　6．「貸倒引当金（C）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。
　　7.「保全率（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ）」はリスク管理債権ごとの残高に対し、担保・保証、貸倒引当金を設定している割合です。
　　8.�これらの開示額は、担保処分による回収見込額、保証による回収が可能と認められる額や既に引当てている個別貸倒引当金を控除する前の金額であり、全てが損失となるも

のではありません。
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経　営　内　容

委 員 長 理事長

委 員
常務理事　総務部長　営業部長　業務部長　経営企画部長　
本店長　立川支店長　幡ヶ谷支店長　総務課長　業務課長　
融資推進課長　経営企画課長　経理課長　融資管理課長

目 的 コンプライアンスを総合的な経営の立場から検討、計画、
評価する。

活 動 内 容

・コンプライアンス対策についての検討・評価
・コンプライアンス態勢の把握・評価
・�コンプライアンス・プログラムの内容や改善策の検討・

評価・見直し
・�コンプライアンス関係事件の防止策、対処策等の検討・

評価
・リーガル・チェックの実施
・事件、不祥事が発生した場合等の「対策本部」の役割

理事会への
付 議 事 項

・�コンプライアンス態勢の構築・整備に係わる重要な規
程等の制定及び改廃

・�コンプライアンス・プログラムの策定及び重要な見直
し

・�前各項に掲げるもののほか、コンプライアンスに係わ
る重要事項と理事会が認めた事項

理事会への
報 告 事 項

・コンプライアンス・プログラムの進捗状況
・コンプライアンス遵守状況
・�コンプライアンス違反及びコンプライアンスに係わる

苦情に関する事項
・�内部監査、金融検査等におけるコンプライアンスに係

わる指摘事項等とその改善策・再発防止策
・�重大なコンプライアンス上の問題の発生及びその対応

状況、再発防止策の内容
・�協同組合による金融事業に関する法律施行規則第 111

条第 6 項に該当する不祥事件届に関する事項
・�前各項に掲げるもののほか、理事会が報告を求める事

項

委 員 会
の 開 催

・定例会議は、月に 1 回開催
・特別な事件、不祥事件に対応する場合は、随時開催

事 務 局 コンプライアンス統括部署（総務部総務課）

そ の 他 委員会の議事録を作成し、コンプライアンス政策に役立
たせる。

区　　　分 支払総額
対象役員に対する報酬等 22,522

（単位：千円）

法令遵守の体制 報酬体系について

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容

●法令遵守体制
　法令等遵守態勢の整備・確立は、当組合の業務の健全性及び適切性を確
保するための最重要項目の一つです。理事会で法令等遵守基本方針を決定
し、コンプライアンス・マニュアルを策定しています。また、法令等遵守
に関する事項を一元的に管理するコンプライアンス委員会を設置し、理事
長を委員長としてコンプライアンス態勢の整備及び充実・強化にあたって
おります。また、コンプライアンス・マニュアルにおいては、コンプライ
アンス委員等の所掌事項を明確にしてコンプライアンス態勢を円滑に推進
する役割を担っています。

●コンプライアンス委員会
　コンプライアンス委員会では、コンプライアンスに係わる具体的、実践
的な議論を行っています。

●対象役員
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事を
いいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う「基
本報酬」で構成されております。

【基本報酬】
　常勤理事の基本報酬につきましては、総代会において、支払総額の最高
限度額を決定しております。

●苦情処理措置
　ご契約内容や商品に関する相談・苦情・お問い合わせは、「お取引店舗」
又は「総務部総務課」にお申し出ください。
　【総務部総務課】

受 付 日：月曜日〜金曜日（祝日及び組合の休業日は除く）
受付時間：午前 8 時 30 分〜午後 5 時 15 分
電話番号：03−3212−4050
なお、苦情対応の手続きについては、当組合ホームページでもご
覧いただけます。
ホームページアドレス　http://www.shoubou.co.jp/

　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
受 付 日：月曜日〜金曜日（祝日及び協会の休業日は除く）
受付時間：午前 9 時〜午後 5 時
電話番号：03−3567−2456

　【一般社団法人　東京都信用組合協会　東京地区しんくみ苦情等相談所】
受 付 日：月曜日〜金曜日（祝日及び協会の休業日は除く）
受付時間：午前 9 時〜午後 0 時、午後 1 時〜午後 5 時
電話番号：03−3567−6211

●紛争解決措置
　　東京弁護士会　　　紛争解決センター（電話：03−3581−0031）
　　第一東京弁護士会　仲裁センター 　　（電話：03−3595−8588）
　　第二東京弁護士会　仲裁センター 　　（電話：03−3581−2249）

で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さま
は、上記当組合総務部総務課又はしんくみ相談所にお申し出ください。
また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。
　なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客さ
まもご利用いただけます。
　仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当
事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法
もあります。
　①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人

が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共
同して解決に当たる。

　※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありま
せんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会く
ださい。

注 1. 対象役員に該当する理事は 2 名です。
　 2. 上記の内訳は、すべて「基本報酬」となっております。

【その他】
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第 69 条第 1 項 6 号等
の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用協同組合等の業務の
運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定
めるものを定める件」（平成 24 年 3 月 29 日付金融庁告示第 23 号）第 3
条第 1 項第 3 号及び第 5 号に該当する事項はありません。
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経　営　内　容

リスク管理体制

－　定　性　的　事　項　－

・自己資本調達手段の概要
・自己資本の充実度に関する評価方法の概要
・信用リスクに関する事項
・信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項
・オペレーショナル・リスクに関する事項
・協同組合による金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令第四十四号）第三条第五項第三号に規定する出資その他これ

に類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
・金利リスクに関する事項

発行主体 東京消防信用組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項目の額に算入された額 716 百万円

配当率 年 3％（平成 30 年度）

（注）当組合の自己資本は、出資金および利益剰余金により構成されております。

●自己資本調達手段の概要

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合の直面するリスクに関して、自己資本比率の算定に含まれないリスク（銀行勘定の金利リスク等）も含めて、それぞれの
リスクカテゴリー毎（信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク等）に評価したリスクを総体的に捉え、当組合の経営
体力（自己資本）と比較・対照する自己管理型のリスク管理を行っています。
　また、内部留保及び出資金の増強を行うことにより、自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性の確保に努めております。

リ ス ク の 説 明 
及びリスク管理の方針

　与信先（貸出先等）や有価証券等の発行体の信用状態の悪化により、債務不履行（貸出金や有価証券の元本、利息が回収不
能になる。）となり、損失を被るリスクです。信用リスクは、貸出金に係る与信信用リスクと、有価証券等に係る市場性信用
リスクに分類されます。

管 理 体 制
　理事会が信用リスク管理に関する重要な事項を決定し、その方針に則り与信信用リスクは業務部、市場性信用リスクは経営
企画部が所管しております。また、信用リスクに関する重要事項及びリスク削減計画について、経営戦略会議で協議し、必要
ある場合は理事会に付議又は報告しております。

評 価  ・ 計 測

　管理債権マニュアルに基づく管理債権の指定基準に該当した債権又は該当する可能性のある債権（与信信用リスク）、格付
機関の格付のうちいずれかの格付がトリプル B 未満となった有価証券又はトリプル B 未満となる可能性のある有価証券（市
場性信用リスク）及び、クレジット・リミットを超えた信用供与又は超える可能性のある信用供与先について、経営戦略会議
で該当リスクを継続的に把握・評価しております。

総代会

融資審査会

各種リスク管理状況の報告

理事長
常務理事

理事会
リスク管理方針決定・組織整備

信用リスク管理
業務部
経営企画部

監査室
内部監査
監事会事務

自己資本管理

経営企画部

市場リスク管理

経営企画部

顧客保護等
管理
総務部

ガバナンス
態勢管理
総務部

流動性
リスク管理
経営企画部

コンプライアンス
管理
総務部

資産査定管理
業務部
経営企画部

オペレーショナルリスク管理

経営戦略会議

監事会
会計監査
業務監査

ALM部門
資産・負債の

総合管理

経営戦略会議
コンプライアンス委員会

リスク管理・総合管理 資金運用部門

事務リスク・システムリスク
法務リスク・風評リスク
人事労務・災害犯罪

監査結果
報告

リスク管理の実施・報告 各種リスク管理監査

当組合のリスク管理体制
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経　営　内　容

リ ス ク の 説 明 
及びリスク管理の方針

　銀行勘定における出資等又は株式エクスポージャーにあたるものは、上場不動産投資信託、非上場株式、債券関連投資信託、
全信組連への出資金が該当します。 
　このうち、上場不動産投資信託及び債券関連投資信託については、価格変動により資産価値が減少する価格変動リスクを内
包しております。

管 理 体 制
　上場不動産投資信託及び債券関連投資信託の運用及びリスクの認識については、理事会において決定した資金運用方針、資
金運用規程等に基づいて経営企画部が適正な運用・管理を行っております。また、運用報告及びリスクの状況等についても経
営企画部で審議、調整を行い、経営戦略会議に報告しております。

評 価  ・ 計 測 　毎月末日を基準日として、時価評価及び時価の 10％及び 20％下落によるリスクを計測しております。

リ ス ク の 説 明 
及びリスク管理の方針

　当組合の業務の過程、役職員の活動若しくはシステムが不適切であったり、外生的な事象により損失を被るリスク（自己資
本比率の算定に含まれる分）と当組合自らがオペレーショナル・リスクと定義したリスク（自己資本比率の算定に含まれない分）
をいいます。 
　オペレーショナル・リスクは、事務リスク、システムリスク、その他オペレーショナル・リスクに分類されます。

管 理 体 制
　理事会において、オペレーショナル・リスク管理に関する重要な事項を決定し、その方針に則り、経営戦略会議において各
リスクを総合的に管理するとともに、適正なオペレーショナル・リスクの管理態勢の整備・確立に向け、リスク管理方針及び
具体的な方策を検討しております。

評 価  ・ 計 測
　内部監査及び各部門からの報告等全てのオペレーショナル・リスク管理の状況に関する情報に基づき、リスク管理の実効性
の評価を行った上で、管理態勢の弱点、問題点等改善すべき点の有無及びその内容を適切に検討し、その原因を適切に検証い
たします。また、当組合はオペレーショナル・リスクを基礎的手法を採用して計測しております。

■オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　基礎的手法を採用しております。

　　〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉
　　粗利益（直近 3 年間のうち正の値の合計額）× 15％
　　　 直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数　　

÷ 8％

■貸倒引当金の計算基準
　��　破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残

額を取立不能見込額として計上しております。破綻懸念先については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。上記以外の債権については、一定の種類毎に分類し、
過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づいた予想損失見積総額を計上しております。

■リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称
　株式会社格付投資情報センター 
　株式会社日本格付研究所 
　ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク 
　スタンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズ

■エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称

　該当事項なし

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　��　信用リスク・アセットについては、標準的手法を採用し、適格金融資産担保付取引及び保証の条件を満たしているエクスポージャーについては、

簡便法による信用リスク削減手法を適用して自己資本比率を算定しています。

■派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　該当事項なし

●オペレーショナル・リスクに関する事項

●出資その他これに類するエクスポージャー又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要に関する事項
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経　営　内　容

リ ス ク の 説 明 
及びリスク管理の方針

　金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金利が変動することによ
り、利益が低下ないし損失を被るリスクです。
　さらに、銀行勘定の金利リスク（以下、「ＩＲＲＢＢ」とする。）について経済的価値の変動額であるΔＥＶＥ（Economic 
Value of Equity）を計測しております。
　なお、当組合は、毎月末を基準日として、月次で金利リスクを計測しております。

管 理 体 制
　理事会が金利リスク管理に関する重要な事項を決定し、その方針に則り、経営企画部が金利リスクのモニタリング・分析を
行い、定期的に経営戦略会議（ALM 部門）に報告するとともに、金利リスク管理の基本方針・リスク計画・対応策等の審議、
調節を行っております。

評 価  ・ 計 測

　銀行勘定の金利リスクについては、上方パラレルシフト、下方パラレルシフト、スティープ化の 3 つの金利変動シナリオに
基づいて計算される、経済的価値の減少額（Δ EVE）のうちの最大値としております。また、資産・負債を統合的に管理し、
損益予想をはじめ金利リスクや資金の調達費用構成の最適化を図り適正な利益確保に努めています。

a. 重要性テスト
　銀行勘定の金利リスクのうち、金利ショック幅を 1.0％とした経済的価値の減少額の最大値＞自己資本の 20％
　※�重要性テストの結果、銀行勘定の金利リスクが自己資本の 20％を超える場合には、b. オフサイトモニタリングデータの

追加分析の対象となります。

b. オフサイトモニタリングデータの追加分析
　資本のバランスや、金利ショックが自己資本に与える実質的な影響について分析を行っております。

●金利リスクに関する事項

■　開示公告に基づく定量的開示の対象となるΔＥＶＥ及び当組合がこれに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する事項
　（ａ）流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
　　　　流動性預金への割当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しております。
　（ｂ）固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提
　　　　固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提は金融庁が定める保守的な前提を採用しております。　
　（ｃ）スプレッドに関する前提
　　　　スプレッド及びその変動は考慮しておりません。
　（ｄ）内部モデルの使用等、ΔＥＶＥに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　　　内部モデルは使用しておりません。
　（ｅ）前事業年度末の開示からの変動に関する事項
　　　　開示初年度であるため記載しておりません。
　（ｆ）計測値の解釈や重要性に関する説明

ΔＥＶＥの計測値は、当組合における自己資本比率や有価証券の含み損益等、他の経営指標とのバランスを総合的に勘案し、健全性に問題のな
い水準にあるものと判断しております。

■　開示公告に基づく定量的開示の対象となるΔＥＶＥ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する以下の事項
　統合的リスク管理では、VaR で計測されるリスク量が、年度毎に設定される配賦資本の範囲内に収まっているかどうかモニタリングしておりま
す。その他、BPV 等の金利リスク管理指標、金利変動が期間損益や自己資本比率に与える影響等もモニタリングしており、モニタリング結果につ
いては、経営企画部が月次で経営戦略会議及び適宜理事会に報告しております。

●金利リスクの算定手法の概要

リスク管理体制

－　定　量　的　事　項　－

・自己資本の構成に関する開示事項…自己資本の充実の状況 P.15 をご参照ください
・自己資本の充実度に関する事項
・信用リスク（リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー及び証券化エクスポージャーを除く。）に関する事項
・信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）
・一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額
・リスク・ウエイトの区分ごとのエクスポージャーの額等
・信用リスク削減手法に関する事項
・派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項…該当事項なし
・証券化エクスポージャーに関する事項…該当事項なし
・出資等エクスポージャーに関する事項
・リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項…該当事項なし
・金利リスクに関する事項…P.27 をご参照ください

資　　料　　編
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経　営　内　容

●自己資本の充実度に関する事項
平成29年度 平成30年度

リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額
イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計 31,978 1,279 34,767 1,390 

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー 32,428 1,297 34,767 1,390 
（ⅰ）ソブリン向け 200 8 170 6 
（ⅱ）金融機関向け 4,029 161 4,127 165 
（ⅲ）法人等向け 5,209 208 5,044 201 
（ⅳ）中小企業等・個人向け 7,278 291 8,717 348 
（ⅴ）抵当権付住宅ローン 6,269 250 6,167 246 
（ⅵ）不動産取得等事業向け 1,402 56 1,400 56 
（ⅶ）三月以上延滞等 12 0 48 1 
（ⅷ）出資等 1,457 58 1,462 58 

出資等のエクスポージャー 1,457 58 1,462 58 
重要な出資のエクスポージャー − − − −

（ⅸ）�他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資
等及びその他外部 TLAC 関連調達手段に該当するもの以外の
ものに係るエクスポージャー

1,001 40 1,502 60 

（ⅹ）�信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に
係る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポー
ジャー

131 5 391 15 

（ⅺ）その他 5,436 217 5,734 229 
②証券化エクスポージャー
③リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー − −

ルック・スルー方式 − −
マンデート方式 − −
蓋然性方式（250％） − −
蓋然性方式（400％） − −
フォールバック方式（1250％） − −

④経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 0 0 − −
⑤�他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額 △ 450 △ 18 − −

⑥ CVA リスク相当額を 8％で除して得た額 − − − −
⑦中央清算機関関連エクスポージャー − − − −

ロ．オペレーショナル・リスク 1,693 67 1,673 66 
ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ） 33,672 1,346 36,441 1,457 

（単位：百万円）

（注）1.�所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×４％
　　2.「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
　　3.�「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の

公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、信用保証協会等のことです。
　　4.�「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「ソブリン向け」、「金融機関及び第一種金

融商品取引業者向け」、「法人等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。
　　5.「その他」とは、（i）～（ⅹ）に区分されないエクスポージャーです。具体的には一定額を超えた個人向け貸出、前払費用、仮払金などが含まれます。
　　6.オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。

　　7.単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％

〈オペレーショナル・リスク（基礎的手法）の算定方法〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　÷８％
粗利益（直近３年間のうち正の値の合計額）×15％
直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

業　種　別

個別貸倒引当金
貸出金償却

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度
個 人 55 65 22 22 0 2 12 13 65 71 0 0
合 計 55 65 22 22 0 2 12 13 65 71 0 0

（単位：百万円）

（注）1．�当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
　　2.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。
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経　営　内　容

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高（地域別・業種別・残存期間別）

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　　　　エクスポージャー区分 

 
地域区分 
業種区分 
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

三月以上延滞 
エクスポージャー

貸出金、コミットメ
ント及びその他のデ
リバティブ以外のオ
フ・バランス取引

債　　　券 その他

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度
国 内 79,973 81,087 33,164 34,841 26,807 26,046 20,002 20,200 70 55
国 外 2,261 2,956 − − 2,261 2,956 − − − −
地 域 別 合 計 82,235 84,044 33,164 34,841 29,068 29,003 20,002 20,200 70 55
製 造 業 1,719 1,420 − − 1,719 1,420 − − − −
農 業 、 林 業 − − − − − − − − − −
漁 業 − − − − − − − − − −
鉱 業、 採 石 業、 砂 利 採 取 業 − − − − − − − − − −
建 設 業 − − − − − − − − − −
電 気、 ガ ス、 熱 供 給、 水 道 業 2,517 2,320 − − 2,517 2,320 − − − −
情 報 通 信 業 307 311 − − 307 311 − − − −
運 輸 業 、 郵 便 業 3,306 2,987 − − 3,306 2,987 − − − −
卸 売 業 、 小 売 業 614 616 − − 614 616 − − − −
金 融 業 、 保 険 業 23,227 24,165 300 − 4,868 6,152 18,058 18,013 − −
不 動 産 業 4,699 4,934 − − 3,242 3,257 1,456 1,677 − −
物 品 賃 貸 業 − − − − − − − − − −
学術研究、専門 ･ 技術サービス業 − − − − − − − − − −
宿 泊 業 − − − − − − − − − −
飲 食 業 − − − − − − − − − −
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業、 娯 楽 業 − − − − − − − − − −
教 育 、 学 習 支 援 業 − − − − − − − − − −
医 療 、 福 祉 − − − − − − − − − −
そ の 他 の サ ー ビ ス 100 101 − − 100 101 − − − −
そ の 他 の 産 業 − − − − − − − − − −
国・ 地 方 公 共 団 体 等 12,390 11,835 − − 12,390 11,835 − − − −
個 人 32,863 34,841 32,863 34,841 − − − − 70 55
そ の 他 487 509 − − − − 487 509
業 種 別 合 計 82,235 84,044 33,164 34,841 29,068 29,003 20,002 20,200 70 55
１ 年 以 下 28,474 32,844 18,586 18,224 1,767 1,207 8,120 13,413
１ 年 超 ３ 年 以 下 15,391 11,317 3,494 3,805 4,097 4,512 7,800 3,000
３ 年 超 ５ 年 以 下 8,786 9,865 4,085 4,299 2,700 4,366 2,000 1,200
５ 年 超 ７ 年 以 下 8,079 6,591 2,390 2,417 5,688 4,174 − −
７ 年 超 1 0 年 以 下 9,051 9,966 2,885 4,317 6,165 5,649 − −
1 0 年 超 9,739 10,249 1,090 1,156 8,648 9,093 − −
期 間 の 定 め の な い も の 2,220 2,687 631 619 − − 1,588 2,068
そ の 他 493 517 − − − − 493 517
残 存 期 間 別 合 計 82,235 84,044 33,164 34,841 29,068 29,003 20,002 20,200

（単位：百万円）

（注）1.�「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバティブ取引
を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

　　2.「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。
　　3.�上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャーです。

具体的には国内金融機関への預け金や仮払金、有形固定資産が含まれます。
　　4.CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　5.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）
エクスポージャーの額

平成29年度 平成30年度
格付適用有り 格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

0% − 13,096 − 12,636 
10% − 2,008 − 1,707 
20% 2,842 18,478 3,031 18,276 
35% − 17,912 − 17,628 
50% 6,465 22 6,147 0 
75% − 9,704 − 11,631 

100% 1,740 8,631 1,835 8,908 
150% − − − 17 
250% 100 − 600 −

1,250% − − − −
合　　　　　計 11,148 69,854 11,615 70,806 

（単位：百万円）

（注）1.格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
　　2.エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
　　3．コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、ＣＶＡリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

　当組合では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っておりますが、Ｐ.18の「貸
倒引当金の内訳」及び前頁の「業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等」には当該引当金の金額は含めておりません。
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経　営　内　容

信用リスク削減手法に関する事項

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

●出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

●貸借対照表計上額及び時価等

●貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

　　　　　　　　　　　　　　　信用リスク削減手法
 
ポートフォリオ

適格金融資産担保 保証 クレジット・デリバティブ

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー 7 8 1,836 1,834 − −

（単位：百万円）

（注）1.当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。
　　2.�上記「保証」には、告示（平成18年金融庁告示第22号）第45条（信用保証協会、農業信用基金協会、漁業信用基金協会により保証されたエクスポージャー）、第46条（株式会社地

域経済活性化支援機構等により保証されたエクスポージャー）を含みません。

区　　　分
平成29年度 平成30年度

貸借対照表計上額 時　　価 貸借対照表計上額 時　　価
上 場 株 式 等 1,468 1,468 1,677 1,677
非 上 場 株 式 等 131 − 391 −
合 計 1,599 1,468 2,068 1,677

（単位：百万円）

（注）�投資信託等の複数の資産を裏付とするエクスポージャー（いわゆるファンド）のうち、上場・非上場の確認が困難なエクスポージャーについては、非上場株式等に含めて記載し
ています。

平成29年度 平成30年度
売 却 益 8 7
売 却 損 7 −

（単位：百万円）

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

区　　　分 平成29年度 平成30年度
評 価 損 益 1,253 1,601

（単位：百万円）

（注）「貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

出資等エクスポージャーに関する事項

該当事項なし

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

該当事項なし

証券化エクスポージャーに関する事項

●オリジネーターの場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）

●投資家の場合（信用リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
該当事項なし

該当事項なし

リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
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経　営　内　容

証　券　業　務

IRRBB1：金利リスク

項番
イ ロ

ΔＥＶＥ
当期末 前期末

1 上方パラレルシフト 2,439
2 下方パラレルシフト 0
3 スティープ化 2,065
4 フラット化
5 短期金利上昇
6 短期金利低下
7 最大値 2,439

ホ ヘ
当期末 前期末

8 自己資本の額 4,800

金利リスクに関する事項 （単位：百万円）

（注1）．�金利リスクの算定方法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
（注2）．�「金利リスクに関する事項」については、平成31年金融庁告示第３号（平成31年2月18日）による改正により、平成31年3月末から金利リスクの定義と計測方法等が変更にな

りました。このため、開示初年度につき、当期未分のみを開示しております。
　なお、前年度開示しておりました旧基準による「金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益・経済価値の増減額」（平成29年度）は、△784百万円
でございます。この算出に使用した金利ショックは、旧アウトライヤー基準に係る99パーセンタイル値であり、当期末のΔＥＶＥとは計測定義等が異なります。このため、
両者の計数の差異が金利リスクの増減を示すものではありません。

項　　　目 平成29年度 平成30年度
国 債 ・ そ の 他 公 共 債 1 −

公共債窓販実績 （単位：百万円）

  トピックス

　金融分野におけるサイバー攻撃の高度
化・複雑化が進む中、サイバーセキュリティ
の確保は、金融システム全体の安定のため
喫緊の課題となっています。
 このため、当組合ではサイバーインシデ
ント対応能力の底上げを図るため、「金融
業界横断的な演習（Delta Wall Ⅲ（※））」
に参加しました。

（※�）Delta Wall：サイバーセキュリティ
対策のカギとなる「自助」、「共助」、「公
助」の 3 つの視点（Delta）と防御（Wall）

　全役職員が東京防災救急協会及び丸の内
消防署のご指導により、普通救急救命講習
を受講し、救急医療に対する正しい理解と
認識を深めることができました。
　東京防災救急協会及び丸の内消防署の皆
様ありがとうございました。

（平成 30 年 10 月 24 日）

（平成 30 年 12 月 1 日）

金融業界横断的なサイバーセキュリティ演習 （Delta Wall Ⅲ）」に参加しました！

救急救命講習を受講しました！
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そ の 他 業 務

種　　　類 組合員 一　般

窓　口
自店宛 金額に関わらず 無料

他店宛
5万円未満 432円 540円
5万円以上 648円 864円

Ａ
Ｔ
Ｍ

当組合
カード

自店宛 金額に関わらず 無料

他店宛
5万円未満 216円
5万円以上 432円

他　行
カード

自店宛
5万円未満 216円
5万円以上 432円

他店宛
5万円未満 324円
5万円以上 756円

定額送金
自店宛 金額に関わらず 無料

他店宛
5万円未満 216円 324円
5万円以上 324円 540円

組　戻　し 648円 864円
証明書 

注）財形貯蓄残高証明書・
住宅取得控除証明書を除く

預金・出資
残高証明

540円 756円
その他の証明

融資 残高証明 2,160円

再発行
通帳、証書、出資証券 1,080円

ICキャッシュカード
ローンカード

カード不良 無料
破損･紛失等 1,080円

銀行振出小切手 540円 756円

手数料一覧 （令和元年7 月1 日現在）

（上記の手数料には消費税を含んでいます）

※利用される金融機関よって、手数料が異なる場合があります。 			  							      ※金国キャッシュカードサービスは、機械によって時間帯が異なる場合があります。

両
替
・
金
種
指
定

支
払
い

取扱枚数 組合員 一　般
１枚から１００枚 無料
新券　５１枚から１００枚 162円 324円
１０１枚から５００枚 216円 432円
５０１枚から１，０００枚 432円 864円
１，００１枚から5００枚毎 216円 432円

平日 土・日・祝日
全国キャッシュカードサービス 7：00～23：00 9：00～17：00
ゆうちょ銀行自動機

（入金取扱時間）
7：00～23：00

（7：00～21：00）
8：00～20：00

（9：00～17：00）
セブン銀行 7：00～23：00 8：00～20：00

全国キャッシュカード・ゆうちょ銀行・セブン銀行提携利用時間

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性
　私は当組合の平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日までの第
66 期の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書
の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

令和元年 6 月 28 日

東京消防信用組合
理事長　小室　憲彦

店　　　名 住　　　　　所 電　　話 CD・ATM
本 店 〒100-8119　　千代田区大手町1-3-5 東京消防庁内 03-3212-4050 1台
立 川 支 店 〒190-0015　　立川市泉町1156-1 立川都民防災教育センター内 042-526-1431 1台
幡 ヶ 谷 支 店 〒151-0066　　渋谷区西原2-51-1 東京消防庁消防学校内 03-3485-1353 2台

店舗一覧（事務所の名称・所在地） （自動機器設置状況　令和元年 6 月現在）

■ 主要な事業の内容
A．預金業務
（イ）預　金・定期積金

普通預金、貯蓄預金、定期預金、定期積金を取扱っております。
（ロ）譲渡性預金

取扱っておりません。
B．貸出業務
（イ）貸　付

証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
（ロ）手形の割引

取扱っておりません。
C．商品有価証券売買業務
取扱っておりません。

D．有価証券投資業務
預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、
その他の証券に投資しております。

E．内国為替業務
送金為替を取扱っております。

F．外国為替業務
取扱っておりません。

G．社債受託及び登録業務
取扱っておりません。

H．金融先物取引等の受託等業務
取扱っておりません。

Ｉ．附帯業務
（イ）国債の募集取扱業務
（ロ）代理業務
　　（a）全国信用協同組合連合会の代理貸付業務
　　（b）日本銀行の歳入復代理店業務
（ハ）東京都公金取扱業務
（ニ）個人型確定拠出年金（iDeCo）の案内業務

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第 5 条の 8 第 3
項に規定する「特定信用組合」に該当しておりませんので、会計監査人監
査は受けておりません。

法定監査の状況

区　　　分
平成29年度 平成30年度

件　数 金　額 件　数 金　額

送金・振込
他の金融機関向け 8,880 13,427 9,476 14,672
他の金融機関から 209,980 50,582 224,240 51,113

内国為替取扱実績 （単位：百万円）
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職　域　貢　献

中小企業の経営の改善及び活性化のための取組み状況

融資を通じた職域貢献

金融の円滑化を図るための管理方針

　貸出状況
　　貸出の件数・金額　貸出の総件数　  　　　　8,204 件
　　　　　　　　　　　貸出の総額　  34,801,923,161 円　詳細は次表の通りです。

　中小企業金融円滑化法につきましては、平成 25 年 3 月末をもちまして期限を迎えましたが、当組合は従来通り、住宅・マイカー等のローンをご利用
のお客様からのご返済等に関するご相談について、お客様とのこれまでの取引関係やお客様の理解、経験、資産の状況等に応じて、適切かつ丁寧な対応
に努めるよう、金融円滑化管理方針に則り、全役職員が一体となって取り組んで参ります。

融　資　種　別 件　　数 貸　出　金

住 宅 ロ ー ン

有 担 保 1,592 28,649,506
無 担 保 119 289,460
リ フ ォ ー ム 161 238,649
諸 費 用 49 84,510
マ イ ホ ー ム 借 換 え 71 204,543
災 害 復 旧 3 6,629

住 宅 ロ ー ン 小 計 1,995 29,473,300
マ イ カ ー ロ ー ン 1,847 2,564,092
学 費 ロ ー ン 675 720,007
医 療 福 祉 ロ ー ン 59 38,813
ブ ラ イ ダ ル ロ ー ン 173 253,721
引 越 支 援 ロ ー ン 54 21,501
特 別 借 換 ロ ー ン 1 146
フ リ ー ロ ー ン 754 587,662
H o b b y ロ ー ン 38 19,673
保 証 付 フ リ ー ロ ー ン 53 78,723
1 1 9 ロ ー ン 231 14,489
フ レ ッ シ ュ ロ ー ン 353 85,001
預 金 担 保 ロ ー ン 0 0
消 費 性 ロ ー ン 小 計 4,238 4,383,833
カ ー ド ロ ー ン 1,955 936,191
総 合 口 座 16 8,598
当 座 貸 越 小 計 1,971 944,789
総 合 計 8,204 34,801,923

平成 31 年 3 月末 ( 単位 : 千円 )

(注)各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

　貸付けの条件の変更等の申込みを受けた貸付債権の数

平成30年3月末 平成31年3月末

貸付けの条件の変更等の申込みを受
けた貸付債権の数 28 31

うち、実行に係る貸付債権の数 25 28
うち、謝絶に係る貸付債権の数 1 1
うち、審議中に係る貸付債権の数 0 0
うち、取下げに係る貸付債権の数 2 2

○当組合の取組

該当ありません。
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  職域貢献活動（平成 30 年 4 月〜平成 31 年 3 月）

① 東京消防庁との連携強化
・職域金融機関としての特性を生かし、母体の福利厚生事業への貢献として、当組合職員が 1 消防署あたり年度内３回以上

出向して相談業務を行い、組合員一人ひとりのライフプランの支援や金融商品の正しい理解へのアドバイスを行う「しん
くみ出張相談会」を実施しました。

・住宅ローン等に関して具体的な相談がある場合には、消防署に出向する活動も行いました。

② 職域貢献事業の充実
・各所属の要請により、外部講師（ファイナンシャルプランナー）や組合役職員を派遣したセミナーを開催し、ライフプラン

及びマネープランの実現に向けた支援活動を実施しました。

・組合員の皆様により良いサービスを提供できますよう、隔年で「顧客満足度調査（アンケート）」を実施し、要望等を商品
開発や組合業務に反映させました。

・母体の福利厚生事業をはじめ、母体の各種事業への支援を積極的に実施しました。
・金融円滑化法の趣旨を踏まえた管理方針を定め、既存の住宅ローン等に係る貸付

条件等の変更及び関連する相談に的確に対応する体制等を整備しました。また、
多重債務に関する相談についても随時対応しました。

③ 広報活動の充実
・「しんくみだより」、「ホームページ」、「電子掲示板（職員ポータル）」等の広報媒

体を通じて、組合員の皆様にタイムリーな情報を提供しました。
・当組合以外の広報媒体として、東京消防協会が発刊する「東京消防」「福利厚生

ニュース」等にキャンペーン商品等のＰＲ及び最新のお知らせなどを掲載しまし
た。

継続組合員への広報活動

退職公務員会との連携
・当組合の幹部職員が退職公務員会年次総会等に出席し、継続組合員に向けて、特

殊詐欺（振り込め詐欺等）への注意喚起を行いました。

・退職公務員会発行の「三位の枠」に所要のお知らせ等を掲載しました。

・当組合の通帳が提携信用組合の ATM でも記帳できることをお知らせしました。

広報資料の配布
・退職公務員会の会報チラシに「しんくみだより」を同封するなど、幅広い広報活

動を展開しました。
東京消防退職公務員会会報

東京消防　第 97 巻第 6 号

葛西消防署（30.6.26）

江戸川消防署（31.1.11）

消防学校（30.7.10）

青梅消防署（31.2.20）
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  当組合の経営計画概要（単年・中期・長期）抜粋

単年 平成 31 年度事業計画

中期 職域密着型金融推進計画（平成 31 年度～令和３年度）

平成 31 年度も金融機関を取り巻く環境は、厳しい状況にあることが予測されますが、役職員が総力を挙げて融資の推進をはじめ各業務
に取り組むことによって、一層の経営基盤の強化を図り、組合員の安定した生活の維持に寄与してまいります。
こうした現況のもと、平成３１年度は、次の事業を重点として推進いたします。

重点項目
（１）平成 31 年度収益管理計画及び３ヵ年経営指標

平成 31 年度収益管理計画及び平成 31 年度を初年度とし
た３ヵ年経営指標を策定し、組合運営の最重要課題として
位置付け、組合挙げて、組合経営の健全化と収益基盤の強
化のため、総力を結集して目標達成に向け努力いたします。

（２）顧客ニーズに応える経営
（３）法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化
（４）顧客の信頼・安心感の確保等
（５）統合的リスク管理の確立とリスク管理態勢及び収益管理態

勢の充実
（６）オペレーショナル・リスクの極小化

（７）経営情報の公表
（８）融資条件緩和への対応
（９）多重債務問題の解決
（10）振り込め詐欺・悪質な投資勧誘の防止
（11）偽造・盗難キャッシュカード、盗難通帳への対応
（12）マネー・ローンダリング及びテロ資金供与への対応
（13）反社会的勢力との関係遮断
（14）サイバーセキュリティ対策
（15）金融ＡＤＲ制度の活用
（16）人材の計画的育成
（17）予算の計画的・効果的な執行

推進項目 取組方針・目標 取組策 推進要領

１．�職域型金融の
円滑化

　 �（�顧客ニーズに
応える経営）

職域金融機関としての特性を十二分に発揮し、組合員が母体職員等に限定された最も身近で、有益な金融機関であると認識されるよう、組合
の存在価値を高める。

１．�当組合の利用価値、組合員
のメリットを通じた組合員
の満足度の向上

１．�母体組織との緊密な連携（職
域貢献・サービス員活動）

・�母体の福利厚生施策への貢献として、職員が各消防署等に定期的に出向
（原則年３回）する「しんくみ出張相談会」、「出張所訪問活動」を開催する。

・�個別の相談に対しては、営業日で組合員の指定する場所に迅速に出向する。
・�８人の巡回サービス員が週２回所属を巡回し、組合員の利便性の向上を図る。

２．�組合員のライフプラン・ア
ドバイザーとしての生活設
計支援

２．�ライフサイクルに応じたセ
ミナー等の支援（ＦＰ支援
活動）

所属への外部ＦＰ講師派遣、信組ＦＰ職員によるセミナー及び要望に
基づく相談会を各所属で開催し、組合員のライフプランを支援する。

３．�「顧客本位の業務運営」の確
立と定着

３．�お客様の声等の反映（アン
ケート結果と業務反映）

２０１８年度に実施した顧客満足度アンケート調査の結果を分析し、
組合員のニーズ等を的確に把握し、実現可能なものから実施するとと
もに、組合員の要望等に応える。

４．�弁済負担軽減等の相談に対
する積極対応

４．�住宅ローン等に係る債務の
負担を軽減するための相談
対応

住宅ローン等に係る条件変更等の相談については、組合員の理解・経験・
資産・収入等の状況に応じた適切かつ丁寧な説明に努め、貸付条件の
変更に積極的に対応する。

２．�金融システム
の健全性の維
持

　 �（�景気に左右さ
れない金融仲
介機能の発揮）

健全性を維持し、将来にわたって金融仲介機能を十分に発揮するため、ビジネスモデルの持続可能性について検討し、当組合の「あるべき姿」
に向けて、強固な経営管理態勢を構築する。

１．�財務の健全性の維持・向上 １．�収益力を高めるための態勢
の強化

安定収益の源泉である融資を伸ばすため、組織的な渉外活動の下、一
定の利鞘を確保できる資金の提供に取り組む。

２．�持続の可能性を支える経営
管理態勢の強化 ２．�経営管理態勢の機能の発揮 理事会の監督機能及び監事監査・外部監査等の監督機能の向上を図り、

経営への牽制機能を高める。

３．�リスク管理態勢の充実、強
化

３．�統合的リスク等のリスク管
理態勢の充実・強化

統合的リスク管理により、リスクカテゴリー（信用リスク、市場リスク、
オペレーショナルリスク等）毎に評価したリスクを総体的に捉え、自
己資本と比較・対照する自己管理型のリスク管理に努める。

４．�財務基盤の強化 ４．�健全経営のための自己資本
の充実

当組合の抱えるリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るととも
に、内部留保の積み増しによる自己資本の充実に努める。

５．�リスク顕現化に備えた対応 ５．�金利の急上昇等に備えた対
応

当組合の最大リスクである金利リスク等の市場リスクが、金利の急上
昇等により顕在化した場合に備え、ストレステストのあり方、アクショ
ンプラン・発動基準を適宜見直す。

６．�世界共通の課題の解決への
貢献

６．�マネー・ローンダリング及
びテロ資金供与対応

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与が経営上重大なリスクにな
り得るとの理解の下に、マネー・ローンダリング等の防止に向けた対
応の高度化を図る。

７．�情報通信技術（ＩＣＴ）の
進展等への対応

７．�サイバーセキュリティ対策
の強化と定着

日々進化するサイバー攻撃に対し、侵入や感染リスクを低減するため
の効果的なセキュリティ対策を講じる。

３．�組合員の利便
性の向上

　 �（�顧客の信頼・
安心感の確保
等）

組合員との関係をより強固とするため、顧客の声に真摯に応え、組合員との関係をさらに緊密にする。

１．�分かりやすく視認性のある
ＰＲの促進

１．�広報の充実と情報開示によ
る経営の透明性の確保

信組ホームページ、職員ポータル、ビデオインフォメーション、しん
くみだより及び各種チラシ等を分かりやすく作成し、組合員への積極
的な情報提供に努める。

２．�組合員からの相談、苦情等
を反映させる仕組みの構築

２．�相談・苦情等の迅速な取組
みと開示

組合員からの苦情・相談等については、迅速かつ丁寧に対応し、必要
に応じて適宜その結果を広報媒体により公表する。

３．�継続的に法令を遵守する職
場風土の醸成

３．�法令等遵守態勢の強化
　　（個人情報管理の徹底）

コンプライアンスを遵守する経営管理に徹するとともに、組合員の個
人情報の管理、組合情報等の漏洩防止を徹底する。

４．�経営管理（ガバナンス）態
勢の充実

４．�総代会、理事会、監事会機
能の充実

業務の健全性及び適切性を確保し、信用の維持及び顧客等の保護を図
るため、その土台となる経営管理（ガバナンス）態勢の充実に取り組む。
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長期 あるべき姿（将来構想）

将来構想の期間
　平成 29 年度～令和８年度

創立 70 年を迎える令和 6 年を見据えつつ、将来構想の期間は 10 年間とする。

　経営の基本
　当組合は、昭和 29 年、東京消防庁職員の福利厚生の向上を図るため、母体職員に最も身近な金融機関として、中小企業
等協同組合法に基づき設立・認可された法人であり、都民の生命・身体・財産を災害から守ることを使命とする、母体職員
とその退職者及び関係団体とその職員が出資し組合員として構成する、東京消防庁の組織（職域）に限定した組合です。
　信用組合の原点であり、今後も変わることのない、相互扶助の理念に基づき、役職員は、「信条」の目的を実現するため、
次の経営基本のもと、組合に愛着を持ち創意と工夫を活かし、組合員のニーズに的確に対応した健全かつ安定した経営を積
極的に推進してまいります。

　あるべき財政モデル

【具体的な方策例】
①　経営基盤の安定を図り、母体と組合員から最も身近な金融機関として信頼され活用される信組を目指す。
②　母体組織・東京消防庁との緊密な連携のもとに運営する。
③　組合員から最高の利率で預かり、最低の利率で融資することを目標とする。
④　剰余金は、自己資本の充実資金及び事業拡大資金を除いた額を組合員に出資額及び、預金・融資額の利用分量に応じて配当金として還元する。
⑤　組合員の生活の安定と向上を図るため、ファイナンシャルプランナーとして支援・サポートするなど、職域貢献事業の充実を図り積極的に推進する。

【具体的な方策例】
①　業務の継続性の確保
　・システムの安全稼動
　・業務継続体制の整備等
②　情報セキュリティ管理の徹底
③　サービスの不正利用の防止
　・振り込め詐欺への対応
　・偽造・盗難キャッシュカード、盗難通帳への対応
　・サイバー攻撃への対応
　・マネー・ローンダリング、テロ資金供与への対応
　・反社会的勢力との関係遮断

【具体的な方策例】
①　人材が経営資源であるとの認識の共有
②　求める人材とその育成

【具体的な方策例】
①　収益力の強化
　・収益構造の分析と評価（当組合の強みと弱み）
　・全組織を挙げての収益力強化策の実行（収益マインドに基づく行動規 
　　範の確立）
　・取引先数の増加（取引先シェアの拡大）⇒ビジネス（収益）チャンス 
　　の拡大
②　統合的リスク管理態勢の確立
③　資金運用における連合会との連携強化
　・運用資産、運用方法に応じたリスク管理体制の構築
　・運用ノウハウ、リスク管理ノウハウの向上の連携

（１）「信条」の再認識と意識の改革

（２）業務推進態勢の見直し　

（４）人材育成等　

（３）財務体質の強化　

区　　分 目標数値（平均残高） 目標設定根拠
預金・積金 ８００億円

過去１０年の経営指標を分析・評価し、目標数値を設定した。
貸出金４００億円を達成すると経常経費の人件費・物件費・調達費用等を確保でき、有価証券運用のリスク軽減が図れ、
経営の安定化を図ることが可能となる。

貸出金 ４００億円
預貸率 ５０％
有価証券運用額 ３００億円

区　　　分 目標数値 目標設定根拠

経常収益

貸出金利息等 ６億円 ４００億円×想定金利（１．５０％）　過去の数値を勘案
有価証券利息配当金 ３億円 ３００億円×（１．００％）　有価証券利回り昨年実績―考慮数値
有価証券売却益等 ２億円 過去の数値を勘案
その他収益 １億円 預け金利息と為替手数料等を見込む
経常収益合計 １２億円

経常費用

預金利息等資金調達費用 １億円 ８００億円×（０．１０％）　預金利回りの上昇を見込む
支払為替手数料等役務取引等費用 ２億円 ＡＴＭ利用増加を見込む
有価証券売却損等 １億円 過去の数値を勘案
人件費 ４億円 自然増及び業務拡大要員経費を見込む
物件費 ２億円 事務改善経費増を見込む
経常費用合計 １０億円

区　　　分 目標数値 目　標　設　定　根　拠
当期純利益 １．５億円 経常収益―経常費用―法人税等０．５億円

出資配当
０．５億円 配当性向　３０％

利用分量配当
積立金 １．０億円 当期純利益―配当金、次期繰越金は前年度分同額



33

  組合員本位の業務運営に関する基本方針

  お知らせ

　当組合は、都民の生命・身体・財産を災害から守ることを使命とする、東京消防庁職員とその退職者及び関係団体等を組合員
として構成する、東京消防庁の組織（職域）に限定した組合です。
　組合員にとって最も身近な金融機関として、組合員のライフプランの実現と福利厚生の向上を図るために、真にお役に立てる
職域金融機関を目指しています。
　そのために、以下の通り「組合員本位の業務運営に関する基本方針」を策定いたしました。
　この方針は全役職員で共有・実践し、定期的に検証・見直しをすることによって、これまでの活動を通じて築かれた組合員と
の信頼関係を更に高めてまいります。

　当組合では、平成 30 年１月に施行された、「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」（休
眠預金等活用法）に基づき、お客様からお預かりしている長期間異動がない預金（「休眠預金等」）について、預金保険機構に移
管いたします。
　「休眠預金等」の定義については、次のとおりです。
　なお、預金保険機構へ移管されました預金につきましては、お客様のご請求により、所定のお手続き ( ※ ) を経て、いつでも
払戻しいたします。 
　※ ご請求にあたっては、ご本人さまの預金であることを確認するため、本人確認書類をご提出いただく必要がございます。

　当組合は、職域の金融機関としての特性を活かし、組合員の生活全般
はもとより、教育、住宅、福祉、介護などニーズに応じた諸情報と適切
な金融商品・サービスの提供と個別相談能力を高めて、各ライフステー
ジにおける疑問や悩みの解決を積極的に支援してまいります。

　当組合は、利益相反管理方針に基づき、組合員との取引に当たっては、
組合員の利益が不当に害されないよう、その金融商品・サービスの提供
が適切に行われるよう管理してまいります。

　当組合は、提供する金融商品・サービスの手数料等について明確に表
示するとともに、同種の商品・サービスとの比較が容易にできるよう努
めてまいります。

　当組合は、取り扱う金融商品・サービスの必要な情報について、ホー
ムページをはじめ商品概要説明書やチラシ・パンフレット等を用いて分
かりやすい説明に努めてまいります。

　当組合は、保険の窓口販売や投資信託の販売を行っておりませんが、
組合員の取引目的・ニーズ等を把握し、組合員に相応しい金融商品・サー
ビスの提供に努めてまいります。

　当組合は、組合員のニーズに合った最適な金融商品・サービスを提供
するため、職員の研修や勉強会、各種資格取得の推奨等を通じて専門的
な知識を有する人材の育成に努めてまいります。

 １　組合員のニーズに応える経営

 ２　利益相反の適切な管理

 ３　手数料等の明確化

 ４　重要な情報の分かりやすい提供

 ５　組合員に相応しいサービスの提供

 ６　職員に対する適切な動機づけの枠組み等

重要 休眠預金等活用法に関するお客様へのお知らせ

普通預金　　貯蓄預金　　定期預金
積立定期預金　定期積金

 預金等に当たるもの

財形貯蓄　　マル優口座

 預金等に当たらないもの

【休眠預金等の定義】
■「休眠預金等」とは、預金等であって当該預金等に係る最終異動日等から 10 年を経過したものをいいます。
■「預金等」とは、預金保険制度の付保対象となっている預金をいいます。

■「最終異動日等」とは、預金等に係る次に掲げる日のうち最も遅い日をいいます。

① 異動が最後にあった日（入出金、振込み、通帳記帳、預金者等の残高の確認等）
② 預金等に係る債権の行使が期待される日（期間の定めのある預金等、振込み・口座振替の予定等）（※）
③ お客様への通知発送日（宛所不明等で返送されなかった場合に限る）
④ 預金等に該当することとなった日（金融機関が破綻・合併等により、預金等の債務承継があった日）

※なお、当組合では上記②「預金等に係る債権の行使が期待される日」のうち、休眠預金等活用法施行規則第 5 条 1 項 3 ～ 5 号に規定する、下記に掲げる日を
最終異動日として取り扱わないことといたします。

・法令、法令に基づく命令もしくは措置又は契約により債権の支払いが停止された預金等について、支払の停止が解除された日
・強制執行、仮差押え又は国税滞納処分の対象となった預金等について、当該手続きが終了した日。
・法令又は契約に基づく振込みの受入れ、口座振替その他入出金が予定されている、又は予定されていた（入出金を信用組合が把握できる場合に限る）預金等に

ついて、　当該入出金が行われた日（又は行われないことが確定した日）。

※施行規則 3 条により「預金等」から除外
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ATMのご利用は計画的に
　当組合キャッシュカードで他金融機関のATMを利用された場合、お客様が手数料無
料の時間帯でも、当組合では１回のご利用につき 108 円、または 216 円の相互利用手
数料を支払っております。その総額は年々増加し、平成30年度は８千万円となりました。
　この手数料の増加は、皆様に還元しております利用分量配当にも影響することになり
ます。
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各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は「協金法第 6 条で準用する銀行法第 21 条」「金融再生法」に基づく開示項目、
＊＊印は「監督指針の要請」に基づく開示項目、無印は任意開示項目です。索 引

■ ご あ い さ つ

【概況・組織】

  1．東京消防信用組合の信条

  2．事業方針

  3．事業の組織＊

  4．役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）＊

  5．会計監査人の氏名又は名称＊

  6．店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊

  7．自動機器設置状況

  8．組合員数

  9．決算ハイライト

10．当期純利益の推移

11．出資配当・利用分量配当の推移

12．貸出先数・貸出金残高の推移

13．自己資本比率・自己資本額の推移

【主要事業内容】

14．主要な事業の内容＊

【業務に関する事項】

15．事業の概況＊

16．経常収益＊

17．業務純益

18．経常利益＊

19．当期純利益＊

20．出資総額、出資総口数＊

21．純資産額＊

22．総資産額＊

23．預金積金残高＊

24．貸出金残高＊

25．有価証券残高＊

26．単体自己資本比率＊

27．出資配当金＊

28．職員数＊

29．預金の推移

【主要業務に関する指標】

30．業務粗利益及び業務粗利益率＊

31．資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支＊

32．資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊

33．受取利息、支払利息の増減＊

34．役務取引の状況

35．その他業務収益の内訳

36．経費の内訳 				  

37．総資産経常利益率＊

38．総資産当期純利益率＊

【預金に関する指標】

39．預金種目別平均残高＊

40．預金者別預金残高

41．財形貯蓄残高

42．定期預金種類別残高＊

2

2

3

3

8

該当なし

28

28

8

9

9

9

10

10

14

8

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

14

13

13

16

14

14

17

14

16

16

17

17

17

17

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・

・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【貸出金等に関する指標】

43．貸出金種類別平均残高＊

44．担保種類別貸出金残高及び債務保証見返額＊

47．貸出金金利区分別残高＊

48．貸出金使途別残高＊

49．貸出金業種別残高・構成比＊

50．預貸率（期末・期中平均）＊

51．消費者ローン・住宅ローン残高

【有価証券に関する指標】

52．有価証券の種類別平均残高＊

53．有価証券種類別残存期間別残高＊

54．預証率（期末・期中平均）＊

【経営管理体制に関する事項】

55．法令遵守の体制＊

56．リスク管理体制＊

57．苦情処理措置及び紛争解決措置の内容＊

【財産の状況】

58．貸借対照表、損益計算書、剰余金処分（損失金処理）計算書＊

59． リスク管理債権及び同債権に対する保全額＊　

　　  （1） 破綻先債権　

　　  （2） 延滞債権

　　  （3） 3 か月以上延滞債権

　　  （4）貸出条件緩和債権

60．金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊

61．自己資本充実の状況（自己資本比率明細）＊

62．有価証券、金銭の信託等の評価＊

63．貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊

64．貸出金償却の額＊

65．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について＊＊

66．会計監査人による監査＊

【その他の業務】

77．当組合の歩み（沿革）

78．継続企業の前提の重要な疑義＊

80．総代会について＊＊

81．報酬体系について＊＊

【地域貢献に関する事項】

82．職域貢献＊＊

83．職域密着型金融の取組み状況＊＊

84．中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況＊

85．「経営者保証に関するガイドライン」への対応について＊＊

86．トピックス

87．当組合の経営計画概要（単年・中期・長期）

88．組合員本位の業務運営に関する基本方針等

89．休眠預金等活用法に関するお客様へのお知らせ

90．お知らせ
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18

18

17
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18

18

17

20

21.22.23 

23.24.25.26.27 

20

11.12.13 

19　
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28
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3
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該当なし
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